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第3章  道路設計 

3.1 平面・縦断設計 

3.1.1 設計基準 

バゴー橋路線は市街地内の主要幹線道路と位置付けられ、設計速度は 60 km/時が適切と判断される。

表 3.1.1 に本事業の道路設計に適用された設計基準、ならびに設計採用値を示す。 

表 3.1.1  幾何構造設計基準値と採用値 

設計要素 設計基準値 採用値 

設計速度 60 km/時 60 km/時 

曲線半径 

 最小曲線半径の望ましい値 

 最小曲線半径 

 特例値 

 

200 m 

150 m 

120 m 

３２０ m 

最小曲線長 

 標準値 

 特例値 

 

700/θ* m 

100 m 

150.231 m 

最小緩和区間長 50 m 51.200 m 

緩和曲線を省略できる曲線半径 

 標準限界曲線半径 

 限界曲線半径計算ラウンド値 

 

1,000 m 

500 m 

2,000 m 

最急縦断勾配 

 標準値 

 特例値 

 

5% 

7% 

3.000% 

最小縦断曲線半径   

 凸型曲線 望ましい値 

  標準値 

2,000 m 

1,400 m 
4,400 m 

 凹型曲線 望ましい値 

  標準値 

1,500 m 

1,000 m 
1,900 m 

最小縦断曲線長 50 m 50 m 

標準横断勾配 2.0% 2.0% 

曲線部の片勾配 

 曲線半径（R） 

  120 ≤ R <150 

  150 ≤ R <190 

  190 ≤ R <230 

  230 ≤ R <270 

  270 ≤ R <330 

  330 ≤ R <420 

  420 ≤ R <560 

  560 ≤ R <800 

  800 ≤ R <2000 

 

 

10% 

9% 

8% 

7% 

6% 

5% 

4% 

3% 

2% 

 

片勾配を打ち切る最小曲線半径 2,000 m 2,000 m 
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最大合成勾配 10.5% 6.2% 

最小視距 

 制動視距 

 

75 m 

 

94.008 m 

建築限界高さ 5.000 m 5.000 m/5.500 m 

 出典：アセアン・ハイウェイ・スタンダードおよび道路構造令 

注記  *: θは道路交角。θが２°以下の場合は、 θは２°とする。 

本事業には以下の取付道路が計画されている。 

1) 宅地開発地域のスターシティと本事業の路線とを結ぶ取付道路、そして 
2) シュキンタール・マヨパット道路とタンリン・チン・カット道路との交差点と本事業の料金

所とを結ぶ取付道路。 

これら取付道路の設計にはランプの幾何構造基準を適用して設計することとし、表 3.1.2 に適用さ

れた設計基準、ならびに適用された設計値を示す。 

表 3.1.2  ランプの幾何構造基準 

設計要素 設計基準値 採用値 

ランプの設計速度 30 km/h 30 km/h 

曲線半径 
 最小曲線半径の望ましい値 
 最小曲線半径 

 
30 m 
20 m 

58 m 

緩和曲線の最小パラメータ 20 m 50 m 

緩和曲線を省略できる曲線半径 140 m 140 m 

最急縦断勾配 
 標準値 
 特例値 

 
9.0% 
10.0% 

5.479% 

縦断曲線 
 最小縦断曲線半径 
  凸型曲線 
  凹型曲線 
 最小縦断曲線長 

 
 

250 m 
250 m 
25 m 

 
 

1000 m 
1200 m 

30 m 

標準横断勾配 2.0% 2.0% 

曲線部の片勾配 
 曲線半径（R） 
  R < 50 
  50 ≤ R < 70 
  70 ≤ R < 90 
  90 ≤ R < 130 
  130 ≤ R < 160 
  160 ≤ R < 210 
  210 ≤ R < 280 
  280 ≤ R < 400 
  400 ≤ R < 800 

 
 

10% 
9% 
8% 
7% 
6% 
5% 
4% 
3% 
2% 

 

最大合成勾配 12.0% 10.537% 

最小制動視距 30 m 41.689 m 

出典：道路構造令 
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スターシティ域内とバゴー橋とを直接結ぶ取付道路のバゴー橋への流入合流部の設計は、ランプタ

ーミナルの設計基準を参考基準とする。表 3.1.3 に参照したランプターミナルの幾何構造基準と実

際の設計に採用された設計値を示す。 

表 3.1.3  ランプターミナルの幾何構造基準 

設計要素 設計基準値 採用値 

本線設計速度 60 km/h 60 km/h 

流出ランプ 
 ノーズにおける最小曲線半径 

 
100 m 

該当無し 
（本事業に減速車線は無

い） 

 ノーズ付近に使用するクロソイドのパラ

メータ 
  標準最小値 
  絶対最小値 

 
50 m 
40 m 

該当無し 
（本事業に減速車線は無

い） 

ノーズ付近のランプの最小縦断曲線半径 
  凸型縦断曲線半径 
  凹型縦断曲線半径 

 
450 m 
450 m 

 
1,800 m 

- 

変速車線長   

 減速車線 
  テーパ部を除く減速車線 
  平行式減速車線の標準テーパ長 
  直接式減速車線のテーパ流出角 

 
70 m 
45 m 

1/15～1/20 

 
該当無し 

（本事業に減速車線は無

い） 

 加速車線 
  テーパ部を除く加速車線 
  平行式加速車線の標準テーパ 

 
120 m 
45 m 

 
144 m (150 m) 
54 m (104 m) 

 
本線勾配区間の勾配値による変速車線長補正率 

本線平均勾配 (%) 0 < i ≤ 2 2 < i ≤ 3 3 < i ≤ 4 4 < i 

下り勾配の減速車線長補正率 1.00 1.10 1.20 1.30 

上り勾配の加速車線長補正率 1.00 1.20 1.30 1.40 

出典：道路構造令 

流入合流部の加速車線とテーパー部は、本線縦断線形上り勾配、+2.5%、の区間に位置するため、上

り勾配の加速車線長補正率、1.20、を乗じて加速車線長とテーパー長を以下のように決定する。 

補正加速車線長 = 1201.2 = 144 m 
補正テーパー長 = 451.2 = 54 m 

上記の計算値が本線上り勾配の補正を行った設計値であるが、加速車線が位置する橋梁区間の支間

長を考慮して、加速車線長 150 m、テーパー長 104 m、が設計採用値となった。 

3.1.2 標準断面図 

本事業で採用の車線幅員は 3.50 m である。また車線数は、タンリン・チン・カット道路上に建設さ

れる高架橋区間が対向２車線、その他の区間は対向４車線である。 

横断面構成要素は中央分離帯、側帯、走行車線、路肩よりなり、盛土法面を持つ盛土構造区間では、

路肩の外側に 0.750 m の保護路肩が設置されている。各要素の幅員は表 3.1.4 に示す通りであり、
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橋梁構造の違い（斜張橋の主塔幅、上下線分離／一体構造等）による道路幅員構成の変化は、中央分

離帯幅を変化させることによって対応している。表 3.1.4 に構成要素及び幅員を示す。 

表 3.1.4  横断面構成要素内訳 

横断構成要素 幅員 

中央分離帯 
 高架橋区間 

 
0.750 m 

 土工区間、および鋼箱桁橋/PC 箱桁橋区間 1.500 m 

 斜張橋区間 3.700 m 

側帯 0.500 m 

車線 3.5000 m 

路肩 
 パッケージ１の土工区間 
 その他の区間 

 
1.750 m 
1.500 m 

出典：JICA 調査団 

図 3.1.1 から図 3.1.3 に本事業の土工部標準断面図を示す。 

  
出典：JICA 調査団 

図 3.1.1  標準断面図 - パッケージ１、土工部 
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出典：JICA 調査団 

図 3.1.2  標準断面図 - パッケージ１、左方に補強土擁壁を採用した土工部 

 
出典：JICA 調査団 

図 3.1.3  標準断面図 - パッケージ２、左方に補強土擁壁を採用した料金所広場区間 

スターシティ域内とバゴー橋とを直接結ぶ取付道路は１車線ランプ（C 規格）相当として設計を行

う。１車線取付道路の横断構成要素を表 3.1.5 に示す。 

表 3.1.5  スターシティ域内からバゴー橋への取付道路横断構成要素 

横断構成要素 幅員 

車道の内側（左）に設ける路肩 0.750 m 

走行車線 3.250 m 

車道の外側（右）に設ける路肩 1.250 m 

出典：JICA 調査団 

図 3.1.4 に円曲線区間（R = 58.0 m）における取付道路の標準断面を示す。曲率の小さな円曲線区間

では車線拡幅が必要となり、R = 58.0 m では必要拡幅量は 1. 0 m と規定されている。 

R = 58.0 m 区間で必要な曲線部の片勾配は 9.0%。この時、通常時鉛直に 5.0 m 必要となる建築限界

高さは、 路面に平行に 5.0 m の高さが必要となり、建築限界隅角部では道路計画高からの鉛直高さ
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が 5.126 m となる。本取付道路は既設ヤンゴン－タンリン橋下部を通過するが、片勾配により実質

必要となる建築限界高さを考慮して縦断線形計画が策定された。 

 
出典：JICA 調査団 

図 3.1.4  スターシティ域内からバゴー橋への取付道路標準断面図 

3.1.3 本線線形設計 

バゴー橋建設事業協力準備調査（追加調査：2016）で以下の２点の事業目標が追加された。 

１）バゴー川右岸に料金徴収施設を建設する。 
２）タンリン・チン・カット道路上部に高架橋を建設し事業延長を延伸する。 

料金徴収施設を建設することで事業に必要な用地幅は当初提案幅より広がり、当初提案の本線平面

線形では、隣接する J＆M スチールソリューションズ株式会社の用地の取得が必要となる。 

同株式会社には工場拡張計画があり、用地の取得は不可能と判断される。そのため当初提案の平面線

形を既設ヤンゴン－タンリン橋側へ 15 m 移動し、J＆M スチールソリューションズ株式会社の用地

取得を回避した。図 3.1.5 に本線平面線形全体図を示す。同図に黄色で示された線形がバゴー橋建設

事業協力準備調査で提案された平面線形当初案で、赤色で示された平面線形が本事業での最終案で

ある。 

 

出典：JICA 調査団 

図 3.1.5  本線の平面線形 

航路限界高を厳守することは本事業で最も重要な設計条件である。既設ヤンゴン－タンリン橋が確

保している航路限界高を、バゴー橋も同様に確保しなければならない。既設橋で確保されている航路

Star City Area Proposed Project Alignment 
Alignment in the Feasibility Study J&M Steel Solutions 

Company Limited 

Existing Yangon – Thanlyin Bridge 
Direct Approach Road from Star City 

Proposed Location 
of Toll Plaza 

 4.300 m 

施工ヤード整地高
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限界高をバゴー橋が決して犯すことが無いよう、既設橋の桁下標高を計測した。図 3.1.6 に計測地点

と計測された桁下の標高値を示す。計測地点のうち、No. 1 から No. 6 は上り下りの航路標識が設置

されている径間の位置である。本線の縦断線形は計測された既設橋桁下高にバゴー橋構造高および

50 cm 程の桁下余裕高を加えて計画された。 

 
 

番号 1 2 3 4 5 6 7 8 

標高 13.232 13.150 13.174 13.174 13.152 13.164 11.659 11.338 

Y 座標 205372.930 205316.840 205260.784 205203.776 205147.730 205091.693 204749.172 204708.346 

X 座標 1857890.01
4 

1857987.12
1 

1858084.08
6 

1858182.77
4 

1858279.76
0 

1858376.78
9 

1858970.05
9 

1859040.73
8 

 

番号 PT-1 PT-2 PT-3 PT-4 PT-5 PT-6 

標高 7.594 9.781 10.711 11.431 12.680 13.150 

Y 座標 205612.913 205579.724 205564.310 205545.627 205529.867 205511.600 

X 座標 1857463.33
0 

1857521.73
7 

1857551.11
1 

1857580.64
0 

1857607.41
0 

1857638.14
0 

出典：JICA 調査団 

図 3.1.6  既設ヤンゴン－タンリン橋桁下高測量結果 

図 3.1.6 に示した計測地点の内、PT-1 から PT-6 は、スターシティ域内からバゴー橋への取付道路が

既設ヤンゴン－タンリン橋の下をくぐる必要があるため、計画された取付道路が既設橋下で建築限

界高を確保できているかどうかを確認するために計測したものである。 

平面線形計算書、ならびに縦断線形計算書を設計計算書に掲載している。 

 

3.1.4 スターシティ域内からバゴー橋への取付道路計画 

スターシティ域内からバゴー橋を利用して、対岸（タケタ地区）へ至る交通流を円滑に処理するため

には、平面交差点でティラワ方面行き車線を横切り、タケタ方面行き車線に流入するのに比べ、独立

したバゴー橋への流入専用取付道路を建設するのが望ましい。この取付道路は図 3.1.5 に示すよう

に、曲線半径、R = 58 m、のループ形式で既設ヤンゴン－タンリン橋下を通過し、加速車線を介して

バゴー橋本線走行車線に流入する。 

R = 58 m のループ部は既設ヤンゴン－タンリン橋下を２回通過するが、既設橋下で所与の建築限界

高が確保されていなければならない。図 3.1.6 に示した測量結果に基づき、取付道路測点、STA. 
0+307.524、で道路計画高から既設橋桁下面まで 5.744 m が確保されていることが確認された。図 
3.1.7 にその箇所での取付道路縦断線形を示す。この区間で必用な建築限界高さ（鉛直高さ）は図 
3.1.4 に示した 5.126 m である。このことにより、既設ヤンゴン－タンリン橋下部通過を利用したル

ープ形式を持つ取付道路設計には問題がないことが確認された。 

No. 1 No. 2 No. 3 No. 4 No. 5 No. 6 No. 7 No. 8 PT-1 

PT-2 PT-4 PT-6 

PT-3 PT-5 
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出典：JICA 調査団 

図 3.1.7  既設タンリン橋下の取付道路縦断線形 

3.1.5 その他の道路計画 

本事業により、タケタ地区側のシュキンタール・マヨパット道路 ― タンリン・チン・カット道路交

差点から既設ヤンゴン ― タンリン橋に至る取付道路は移設が必要となる。図 3.1.8 に、本事業で実

施された地形測量結果に基づき路線を確定した移設後の取付道路位置を示す。精査の後に確定され

たこの移設取付道路の平面線形はバゴー橋建設事業協力準備調査で提案された線形とほぼ同じもの

となったが、交通流導線を検討することにより既設交差点での取付位置を微調整している。 

 

出典：JICA 調査団 

図 3.1.8  既設ヤンゴン-タンリン橋に至る取付道路の移設計画平面図 

タンリン地区で本事業路線に連続するティラワ・アクセス道路建設事業には、従来のスターシティ出

入口に位置する交差点改良工事が含まれていた。しかしスターシティがバゴー川寄りに新たな交差

点の建設を開始したため、ティラワ・アクセス道路建設事業に含まれていた交差点改良工事は無くな

り、新しく建設が開始された交差点位置で新規の交差点改良事業を本事業に含めて実施することと

なった。 

タケタ（右岸）側と同様、タンリン（左岸）側でも既設ヤンゴン ― タンリン橋と現道を結ぶ取付道
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路がある。タンリン側ではこの取付道路がそのまま現道、チャイ・チョウ・パゴダ通り、となるのだ

が、本事業が完成すると、現道のチャイ・チョウ・パゴダ通りはバゴー橋へ直接つながることとなり、

既設橋への取付道路は、主道路（チャイ・チョウ・パゴダ通り ― バゴー橋）の適切な位置に連結さ

れなければならない。円滑な交通管理の視点から考察すると、この「適切な位置」は新しい交差点改

良事業の位置である。 

以上の検討に基づき計画された新交差点改良事業平面図を図 3.1.9 に示す。交差点形状は比較的単

純な十字路であるが、既設橋への取付道路が交差点部で対向 2 車線道路として合流し、また、この交

差点位置で合流するために既設取付道路の移設工事が必用となる。 

 

 

出典：JICA 調査団 

図 3.1.9  スターシティ出入口新交差点配置平面図 
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3.2 舗装設計 

3.2.1 設計条件 

舗装設計は将来交通量に配慮するだけでなく、橋梁区間、土工区間に配慮した設計でなければならな

い。以下に一般的に舗装設計に要求される項目を示した。 

- 現地盤、盛土材、橋梁の床板構造に適した舗装構成。 

- 運転の快適性、安定性の確保。 

- 将来交通量の車両荷重に対する耐久性の確保。 

- 土工、橋梁等の道路構造に適した舗装構造の採用、 

土工区間、橋梁区間に適した舗装構成の検討を行うためプロジェクト道路を下図のように区分した。

土工区間はコンクリート舗装を含め７タイプ、橋梁区間は２タイプに分けられる。 

出典：JICA 調査団 

図 3.2.1 舗装区間 

表 3.2.1 舗装のタイプ 

舗装区間 道路構造 舗装下の構造 舗装形式 

E1,E3,E5,E6 土工、一般部 切土 アスファルト舗装 

E2,E4 土工、一般部 盛土 アスファルト舗装 

C 料金所 盛土 コンクリート舗装 

B1 PC-Box, 高架橋 RC 床板 橋梁舗装 

B2 斜張橋、鋼床版箱桁 鋼床板 橋梁舗装 

 出典：JICA 調査団 

設計に当たっては、上記に示した舗装区間ごとの道路構造に配慮し「AASHTO Guide for Design of 
Pavement Structures 1993」に基づいた設計を行う。これは AASHOTO がアジアに広く採用されて

いること、車両の寸法や重量がミャンマー車両の実態を反映できる等のためである。橋梁区間は日本

の橋梁における舗装実績を踏まえ、床板に対する防水性、耐久性、経済性等に配慮した設計を行う。 

E2

Embankment
(357.0)

CABLE STAYED
(448.0)

STEEL Br.
(776.0)

PC Br.
(300.0)

Embankment
(288.0)

Over Br.
(602.0)

Embankment
(390.0)

E1 E2 B2 B1 B1 E4 E3E2
C
E2

E4

Access

B1 B2

PC Br.
(250.0)

STEEL Br.
(257.0)

E5
Frontage Road

E6 Ramp 

Thanlyin Area 

 CBR=3,4% 

Thaketa Area 

 CBR=6% 
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3.2.2 土工区間の設計 

3.2.2.1 設計手法 

AASHTO 舗装設計基準では設計用構造指数 SN を定めた後、対応荷重を有する舗装各層の厚さを求

める。設計用構造指数 SNは以下の式により求められる。 

 

                                         式(1) 

 

ここに 

W18： 18kip 等価単軸荷重の予測載荷重数 

ZR： 標準偏差 

S0： 設計交通量予測及び設計終局供用性指数における交通量予測の際の全標準誤差 

ΔPSI： 初期設計供用指数 P0 及び設計終局供用性指数 Pt との差 

MR： レジリエント係数（psi） 

SN： 設計用構造指数 

舗装構成は下式により算出される。 

2.54 x SN = a1 xD1 + m2 x a2 x D2 + m3 x a3 x D3 

ai： 各層の係数 

Di： 各舗装の厚さ 

mi： 排水係数 

 

3.2.2.2 アスファルト舗装設計 

アスファルト舗装設計に必要な係数を以下に示す。 

(1) 目標年 

供用年予定は 2020 年である。過年度成果で交通量推計は 2035 年まで計画されており 15 年間

を舗装計画の対象期間とする。 

(2) 18kip 等価単軸荷重の予想載荷数 

等価単軸載荷重係数の算出に用いた車両タイプ、車両の重量配分等は過年度成果やティラワア

クセスとの整合に配慮し設定した。 

 

 

 

log10W18 = ZR xS0 + 9.36xlog10(SN+1) - 0.20 +

log10

△PSI

4.2 - 1.5

0.4 + 1094
(SN + 1)5.19

+ 2.32xlog
10

M
R
 - 8.07
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表 3.2.2 ESAL 等価単軸車両係数 

 

 出典：JICA 調査団 

本事業道路における 18kip 等価単軸載荷数（W18）の各区間の値を以下に示す。 

表 3.2.3 等価単軸荷重の予測載荷数(W18) 

 

 出典：JICA 調査団 

(3) 信頼性、標準偏差：ZR 

AASHTO では幹線道路は 85％～99.9％を推奨している。本路線はヤンゴン市内とティラワ工業

団地を結ぶ重要路線であることから R=95%を採用し、ティラワアクセス道路との整合性にも配

慮する。 

標準偏差は信頼性 R=95%と対応する ZR=-1.645 とする。 

(4) 全標準偏差：S0 

全標準偏差はアスファルト舗装（フレキシブル舗装）のため S0=0.45 を採用する。 

(5) 初期設計供用性指数 P0、設計終局供用性指数 Ptとの差：ΔPSI 

供用性指数はティラワアクセスとの整合に配慮し定めた。 

 

 

Total            Front            Rear 1            Rear 2            Rear 3
ton ton kip Factor ton kip Factor ton kip Factor ton kip Factor

Car＆Taxi、Van、 2 1 2.204 0.0002 1 2.204 0.0002 0.0004
SmallTrack,SmallBus 9.5 2 4.408 0.0060 7.5 16.53 0.8115 0.8175
LargeBus 10 2 4.408 0.0060 8 17.63 1.0000 1.0060
Track 2-axles 16 6 13.22 0.3173 10 22.04 2.1800 2.4973
Track 3-axles 23 5 11.02 0.1385 9 19.84 1.5100 9 19.84 1.5100 3.1585
Track 4-axles 34 6 13.22 0.3173 10 22.04 2.1800 9 19.84 1.5100 9 19.84 1.5100 5.5173

ESAL: Equivalency Single Axles Loads

ESALType od Vehicle

kip : 1 ton =2.204 kip

Vehicle Types Factor Traffic W18 Ratio Traffic W18 Ratio Traffic W18 Ratio
Car＆Taxi 0.0004 73,767,595 29,507 0.1% 32,775,540 13,110 0.1% 50,225,825 20,090 0.1%

Van 0.0004 14,390,125 5,756 0.0% 7,540,535 3,016 0.0% 8,408,140 3,363 0.0%

Pass Truck & Small B 0.8175 6,881,710 5,625,798 19.2% 5,947,675 4,862,224 35.0% 1,164,350 951,856 5.0%

Small Track 0.8175 6,067,395 4,960,095 16.9% 2,906,495 2,376,060 17.1% 3,888,345 3,178,722 16.7%

LargeBus 1.0060 2,130,870 2,143,655 7.3% 467,565 470,370 3.4% 2,054,585 2,066,913 10.9%

Track 2-axles 2.4973 1,825,365 4,558,393 15.5% 278,130 694,560 5.0% 1,914,060 4,779,886 25.1%

Track 3-axles 3.1585 2,559,015 8,082,649 27.5% 1,238,445 3,911,629 28.1% 1,632,645 5,156,709 27.1%

Track 4-axles 5.5173 713,940 3,938,985 13.4% 284,335 1,568,747 11.3% 521,220 2,875,701 15.1%

Total 29,344,839 100.0% 13,899,717 100.0% 19,033,241 100.0%

Factor Traffic W18 Ratio Traffic W18 Ratio Traffic W18 Ratio
Car＆Taxi 0.0004 40,992,055 16,397 0.1% 9,233,770 3,694 0.1% 507,350 203 0.0%

Van 0.0004 6,849,590 2,740 0.0% 1,558,550 623 0.0% 235,060 94 0.0%

Pass Truck & Small B 0.8175 934,035 763,574 4.9% 230,315 188,283 5.2% 175,565 143,524 0.9%

Small Track 0.8175 3,160,900 2,584,036 16.7% 727,445 594,686 16.6% 60,955 49,831 0.3%

LargeBus 1.0060 1,663,305 1,673,285 10.8% 391,280 393,628 11.0% 0 0 0.0%

Track 2-axles 2.4973 1,547,235 3,863,833 25.0% 366,825 916,054 25.5% 43,435 108,468 0.7%

Track 3-axles 3.1585 1,320,570 4,171,020 27.0% 312,075 985,689 27.5% 25,915 81,853 0.5%

Track 4-axles 5.5173 429,605 2,370,238 15.3% 91,615 505,463 14.1% 25,915 142,980 0.9%

Total 15,445,122 100.0% 3,588,119 100.0% 526,952 3.4%

E4 Ov Approach E3 Thaketa Widening

E4 Access ramp Taketa E5 Frontage Taketa E6 On ramp Tanlyin

E1,E2 Thanlyin Main Road
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表 3.2.4 初期設計供用性指数 P0 と設計終局供用性指数 Pt との差（ΔPSI) 

設計供用性指数 

P0 4.2 

Pt 2.5 

ΔPSI 1.7 

 出典：JICA 調査団 

(6) 路床部の有効弾力係数：MR 

有効弾力係数は路床部の設計 CBR より下式で定まる。 

MR（Resilient Modulus）＝1500×CBR 

MRは調査済みの CBR 調査結果に基づきを算出する。以下に設計 CBR を示す。 

1) 現地盤部 

タケタ側、タンリン側の CBR 計算結果を示す。 

表 3.2.5 現地盤の設計 CBR 

資料番号 
タンリン側 
本線部分(E1) 

タンリン側 
ランプ部分(E6) 

タケタ側地区 
全域(E1,E5) 備 考 

現地 CBR 

No.1 9 No.10 3 No.5 8  

No.2 4 No.11 4 No.6 7  

No.3 13(棄却) No.12 20(棄却) No.7 3(棄却)  

- - - - No.8 13(棄却)  

- - - - No.9 9  

平均 6.5 3.5 8.0  

標準偏差 2.5 0.5 0.9  

区間 CBR 4.0 3.0 7.1  

設計 CBR 4 3 6  

MR=1500ｘ
CBR 6,000 4,500 9,000  

 出典：JICA 調査団 

2) 盛土部 

盛土部の CBR は材料調査より得た盛土材料の CBR より設計 CBR を算出する。盛土は 5 箇所

の土取り場で調査が行われたが、うち 3 箇所は盛土材として適さないため２か所（下表の

Location1,2）の材料の使用を前提として CBR を算出した。 
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表 3.2.6 盛土部（購入材）の設計 CBR 

 CBR 値 平均 採用 CBR 備 考 

Location 1 
(MARGA) 11 14 15 13.0 13  

Location 2 
(KO TOE) 20 17 12 18.5 18 12 は棄却 

Location 3 
(GREAT 

MOTION) 
2 1 1 1.3 - 対象から除外 

Location 4 
(GREAT 

MOTION) 
4 5 4 4.3 - 対象から除外 

Location 5 
(AUNG WIN) 34 5 4 4.0 - 対象から除外 

平均 15.5  

標準偏差 8.0  

区間 CBR 7.5  

設計 CBR 6  

 出典：JICA 調査団 

以上の結果より、各区間の設計 CBR と路床部の有効弾力係数を以下に整理した。 

表 3.2.7 MR の集計結果 

区  間 設計
CBR 

有効弾力係数
MR 備 考 

タンリン本線（E1） 4 6,000  

タンリンオンランプ（E6） 3 4,500  

タケタ側本線、連結道路、側道
（E1,E5） 6 9,000  

タケタ、タンリン盛土部（E2） 6 9,000  

 出典：JICA 調査団 

(7) 設計用構造指数：SN 

式(1)より以下のように SNが定まる。 

表 3.2.8 設計用構造指数：SN 

区間 
タンリン側 タケタ側 

本線 本線 ランプ 
本線 

(料金所) 

本線 
(Ov) 

アク
セス 

本線 
(Ov) 

本線 
拡幅部 

側道 

ＳＮ 5.028 4.503 3.601 4.503 4.014 4.082 4.014 4.216 3.222 

 出典：JICA 調査団 
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舗装構成は SNを用い下に示した式より定まる。 

2.54 x SN = a1 xD1 + m2 x a2 x D2 + m3 x a3 x D3 

ai： 各層の係数 

Di：各舗装の厚さ 

mi：排水係数 

(8) 各層の特性係数（Characterization Coefficients） 

舗装構成を計画するために各層の特性係数を求める。特定係数はＡＡＳＨＴＯに基づき算出す

る。またティラワアクセスとの整合にも配慮する。 

1) アスファルト（Elastic Modulus of Asphalt Concrete）EAC 

下図よりアスファルトの特性係数を算定する。 

 

 出典：JICA 調査団 

図 3.2.2 アスファルトの特性係数 

ティラワアクセスではアスファルト層の EAC=440,000psi より a1＝0.44 が求まる。 
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2) 上層路盤（Elastic Modulus of Base Course Aggregate ）EBS 

上層路盤 CBR 80 相当として EBS=28,500psi より a2＝0.134 が求まる。 

 

 出典：JICA 調査団 

図 3.2.3 上層路盤の特性係数 

3) 下層路盤の層（Elastic Modulus of Subbase Aggregate）ESB 

下層路盤 CBR 30 相当として、EBS=15,000psi より a3＝0.109 が求まる。 

 

 出典：JICA 調査団 

図 3.2.4 上層路盤の特性係数 
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3.2.2.3 土工部舗装構成 

SNと各層の特性係数より定めた土工区間の舗装構成一覧表を下図に示す。 

 

 出典：JICA 調査団 

図 3.2.5 土工区間舗装構成一覧 

土工部のアスファルト舗装はストレートアスファルトを採用する。これは現地業者からのヒアリン

グの結果、改質アスファルトの定量的な品質確保が困難なためである。また現地材料の調達がし易い

ことも採用理由の一つである。 

3.2.2.4 コンクリート舗装 

料金所は車両の停止発進が頻繁に行われるため、耐摩耗性に優れたコンクリート舗装が望ましいた

め料金所前後はコンクリート舗装とする。設計手法はアスファルトと同様に AASHTO に基づいて計

算する。設計基準ではコンクリート床板厚 D を係数とし、等価単軸荷重の予測載荷重数に耐えられ

るコンクリート床板厚 D は下式より求められる。 

 

E6 Ramp 
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ここに 

W18： 18kip 等価単軸荷重の予測載荷重数 

ZR： 標準偏差 

S0： 設計降雨量予測及び設計終局供用性指数における交通量予測の際の全標準誤差 

 コンクリート舗装のため 0.35 を採用。 

ΔPSI： 初期設計供用指数 P0 及び設計終局供用性指数 Pt との差 

D： コンクリート床板厚（inch） 

Sc’： コンクリートの破壊係数 650psi 

Cd： 排水係数 

J： 目地係数 中間値 2.8 

Ec： コンクリートの弾性係数 5 x 106 

ｋj： MR／19.4 MR= 1500 x CBR = 1,500 x 6 = 9,000 

W18、ZRはアスファルト舗装と同値となる。 

計算の結果コンクリート床板厚は 9.1 インチ（23.0cm）となるため 25cm を採用する。路盤厚は施

工性に配慮し、上層路盤厚さを 10cm とすることで、総厚、下層路盤厚が前後のアスファルト舗装厚

さと同じになるよう設定した。 

表 3.2.9 舗装厚さ 

舗装構成 アスファルト舗装 コンクリート舗装 

表層 
 ～上層路盤 

5cm 
5cm 

25cm 

25cm 

10cm 

下層路盤 35 35cm 

合計 70 70cm 

 出典：JICA 調査団 

3.2.3 橋梁区間 

橋梁部の舗装は橋梁重量低減が求められる。このため一般的に表層と基層で構成され、各層の厚さも

アスファルト骨材径から最小 40mm とした。また橋梁区間は防水性、接着性が特に土工区間と異な

るため、特に以下の項目に対して配慮が必要である。 

防水性能： 

橋梁の耐久性は床板の防水性に大きく影響を受けるため、防水材には床板と舗装間の接着性、舗装合

材との適合性、アスファルトの施工時の高温への耐久性が求められる。防水材はシートタイプと塗布

（またはスプレー）タイプが用いられているが、本業務では施工性に優れる塗布タイプを推奨する。 

接着性能： 

床版は接着機能を持たず舗装が剥がれやすいため付着性能を持った材質が必要である。また施工時

には、橋梁表面は綺麗にゴミを除去し乾燥させ、付着の障害となる全ての物質が取り除いておく必要
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がある。 

3.2.3.1 鋼床板区間 

鋼床版区間は以下の点で土工区間とは異なる特徴を持つ。 

- 路面がたわみ易く、たわみに追随性できる舗装が必要 

- 雨水から鋼床版を守るため防水性の確保が必要 

- アスファルトと鋼床版の接着性の確保が必要 

上記の特徴は橋梁の長スパン化、軽量化のため必要なものであり舗装設計ではこれら橋梁の特徴へ

の対策が必要となる。 

日本では鋼床版舗装は水密性が高く、粘性のあるグースアスファルトの採用が多い。グースアスファ

ルトは本州四国連絡橋でも採用され施工後 20 年以上の実績がある。しかし海外で採用するには施工

に問題がある。グースアスファルトの施工にはアスファルトフィニッシャー、クッカー車、ショット

ブラス等の特殊重機が必要となるため、ミャンマーで施工する場合、材料、重機とも輸入となり高価

となる。またミャンマーでは 10 年以上の年数が経過した車両輸入には規制がある。 

グースに代わる舗装として改質密粒アスファルトが考えられる。改質アスファルトはゴムのような

弾性を持ち、粘度を上げた材質であるため鋼床版のたわみにも追随性、防水性が高く、一般的な重機

で施工可能である。 

ここではグースアスファルト、改質密粒アスファルトの特性を比較し優位性を確認する。以下に比較

表を示す。 

表 3.2.10 鋼床版舗装の比較 

 

 出典：JICA 調査団 

◎ ◎

〇 ◎

〇 ◎

〇 ◎

特長

3日/1000m2 1日/1000m2工期

1.3 1.0工事費

・打ち替え時にグース補修用の特殊重機を必要とする。 ・打ち替え時の施工性が容易。通常の舗装重機で対応可能。
維持管理

採否

第二案第一案

表層混合物

タックコート

基層

防水層

接着層

橋面舗装厚

密粒(13)：　40mm 密粒(13)：　40mm

40mm×2層＝80mm 40mm×2層＝80mm

- アスファルト加熱型塗膜系防水

ｺﾞﾑｱｽﾌｧﾙﾄ溶剤系プライマー ｺﾞﾑｱｽﾌｧﾙﾄ溶剤系プライマー

・グースはたわみ追従性に優れ鋼床版には適する。
・グースは防水機能があり、防水層は不要。
・表層はポリマー耐流動性、耐剥離性、たわみ追従性に適したポリマー改質
を使用。
・特殊重機を必要とするため高価。

・改質アスファルトは鋼床版の変形の追従性、耐流動性などにすぐれた機能
を有している。
・密粒2層構造とし耐水性を向上させている。
・防水性は防水層にて確保。
・一般的な施工機械で施工可能。

推奨

舗装構成

鋼床版 鋼床版

基層ﾊﾞｲﾝﾀﾞ

表層ﾊﾞｲﾝﾀﾞ

ﾎﾟﾘﾏｰ改質ｱｽﾌｧﾙﾄⅢ型-WF

ﾎﾟﾘﾏｰ改質ｱｽﾌｧﾙﾄⅡ型

ｽﾄｱｽ20/40およびTLA

ﾎﾟﾘﾏｰ改質ｱｽﾌｧﾙﾄⅡ型

ｸﾞｰｽｱｽﾌｧﾙﾄ：　40mm 密粒(13)：　40mm

0.4ℓ/㎡ 0.4ℓ/㎡

基層：グースアスファルト

接着層：ｺﾞﾑｱｽﾌｧﾙﾄ溶剤系

ﾀｯｸｺｰﾄ

表層：密粒(13)
ﾎﾟﾘﾏｰ改質Ⅱ型

ﾀｯｸｺｰﾄ

表層：密粒(13)
ﾎﾟﾘﾏｰ改質Ⅱ型

接着層：ｺﾞﾑｱｽﾌｧﾙﾄ溶剤系

防水層：アスファルト加熱型塗膜系

表層：密粒(13)
ﾎﾟﾘﾏｰ改質Ⅲ型‐WF
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比較の結果、鋼床版の特性に対応でき、経済性にも優れる改質密粒アスファルトを推奨する。 

防水性については防水層（アスファルト加熱側塗膜系）を敷設することでより高い防水機能を確保し、

接着性の向上のためゴムアスファルト溶剤系プライマーを採用した。 

 

3.2.3.2 RC 床板区間 

RC 床板は鋼床版に比べ床板のたわみの影響は少ない。また現地製品を用い経済性に配慮するため土

工部と同様のストレートアスファルト舗装を推奨する。防水層、接着層については鋼床版と同様の材

料を推奨する。 

 

出典：JICA 調査団 

図 3.2.6 RC 床板区間舗装構成 

3.2.4 過積載車両の調査結果と将来の対策 

過積載車両は交通規則を犯しているだけでなく、道路に悪影響を与え特に橋梁に与える影響が大き

い。現道のタケタ側でも橋梁手前に台貫を設置し過積載車両を計測し違反車両の取り締まりを行っ

ている。ここでは過去の計測結果より過積載車両の状況を確認し、考えられる対策を提案する。 

3.2.4.1 過去の調査結果 

過去一年間の過積載車両の調査結果を以下に示す。 

表 3.2.11 過積載車両の統計結果 

 台数 平均重量 平均超過重量 備 考 

2016.4～2017.3 661 40.2 t 10.9 t  

出典：JICA 調査団 

過去一年間の統計の結果、過積載車両は 661 台/年（2016.4～2017.3）、平均重量は 40.2t、超過重量

は約 10ｔである。過積載車両の超過重量はかなり大きいことが伺える。また全通行台数を 27.600 台

/年（FS 報告書の 2018 の推計値）と仮定すると過積載車両は全交通量の 2.4%である。 

3.2.4.2 過積載車両への対応 

調査結果の 2.4%（約 2 台/日程度）は、極端に多いとは思われず台貫の設置、取り締まりの効果がよ

く現れていると思われる。しかし、将来交通量の増加に伴い過積載車両も増加する傾向が予想される

ため、今後とも十分な取り締まりが必要である。 

以下に過積載車両対策として考えられる項目を示す。 

ｺﾝｸﾘｰﾄ床版

表層：密粒(13)

ﾀｯｸｺｰﾄ

基層：密粒(13)

防水層：ｱｽﾌｧﾙﾄ加熱型塗系

接着層：ｺﾞﾑｱｽﾌｧﾙﾄ溶剤系
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- 過積載の通行はいかなる道路でも許されるのもではなく継続した取り締まりが必要である。 

- 台貫を料金所の車線に埋め込まれた形式で設置されるため、現況より取り締まりが容易である。 

- 超過車両は道路を U ターンさせ橋梁への侵入を阻止できる道路構造である。 

- 台貫はタケタ側のみの設置のため、今後はタンリン側にも設置することが望ましい。 

 

出典：JICA 調査団 

図 3.2.7 料金所での過積載の U ターン軌跡 
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3.3 軟弱地盤対策 

本事業には、本線 STA.0+0.000～STA.0+352.000、本線 STA.2+392.500～STA.2+676.000、アプロ

ーチ道路 STA.0+0.000～STA.0+184.986、オンランプ STA.0+0.000～STA.0+406.000 に盛土が計画

されており、最大盛土高は施工基面から約 5m となる。基礎となる地盤は、地質調査結果から盛土計

画範囲に軟弱地盤が分布しており、タンリン地域では深度 22m、タケタ地域では深度 14m ほどまで

分布する。これらの軟弱地盤上に盛土施工する場合、圧密沈下による供用後の沈下の発生、施工時・

施工後の安定性の確保、液状化による盛土の崩壊、圧密沈下に伴う周辺地盤の引き込み沈下、構造物

の支持力不足ならびに土の側方移動による橋台・既設構造物への影響が懸念される。 

これらの問題に対して技術解析を行い、対策が必要となった場合は最適な対策工法を検討した。 

3.3.1 設計条件 

技術解析を行うにあたり、設計条件を以下の通り設定した。「ミ」国では軟弱地盤対策工の設計に関

する基準は整備されていないため、設計にあたっては日本の「道路土工－軟弱地盤対策工指針(平成

24 年 8 月)」を適用した。 

 

3.3.1.1 地盤条件 

地質調査で明らかになった地質層序を、表 3.3.1～表 3.3.5 に示す。 

 

表 3.3.1 地質層序表 

時代 記号 地層名 解 説 

第四紀 Q2 沖積層 

 表層部の土層は、近年の時代に河川堆積物として堆積し、プロ

ジェクトエリアを覆っている。 

 本層は、色調が褐色から灰色で、主な構成土層は、粘性土と粘

土片を伴うシルト質砂層である。これらの土層は洪水作用の影

響によって形成される。 

 含水比は中〜高を示す。 

中新世-
鮮新世 

Tm-Tp 
イラワジ層

及び 
同等層 

 この地層は、イラワジ（Irrawaddy）層群の黄色がかった細粒

の砂から成る。 

 分布域は、ダニンゴン（Danyingone）、アルザニゴン

（Arzarnigone）、ツインテ（Twin Te）南部とペグー（バゴー）

川を通過するヤンゴン- タンリン地区の左岸で認められる。 

中新世 Tm 
上部ペグー

層群及び 

同等層 

 この地層は、主に砂からなり頁岩を挟む。 

 分布域は、ダニンゴン（Danyingone）地域とタンリン地域の背

斜軸の尾根部にそって分布する。 それらのほとんどは、赤褐色

の酸化ラテライト質土壌で構成される。 

出典：JICA 調査団 
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表 3.3.2 タンリン地域の地質層序 

地層 土質記号（地層名） 

N 値 

（代表値） 
記 事 

沖積層 

1. Filled Soil        
（盛土） 

0 ～3 

（1） 

厚さは約 1.0m～2.0m。 色調は褐色である。 可塑

性は低いから中程度であり、含水比は湿っている。 
コンシステンシーは非常に柔らかいから柔らかい。 

2. CLAY-I（粘土-Ⅰ） 
0～4 

（1） 

色調は灰色である。 含水比は湿ったから濡れてお

り、可塑性は低いから高い。コンシステンシーは非常

に柔らかいから柔らかい。 

3. Sandy CLAY-I     
（砂質粘土-Ⅰ） 

2～10 

（3） 

厚さは約 2.0m と 7.0m。色調は灰色である。含水比

は湿っている。 可塑性は低〜中程度である。 コン

システンシーは柔らかいから硬い。 

4. Clayey SAND-A    
（粘土質砂-A） 

2～15 

（3） 

厚さは約 4.0m から 6.0m。色調は褐灰色で、含水

比は湿っているから濡れている。可塑性は低い。 砂

の粒径は細粒から中粒である。 

5. Silty SAND-I      
（シルト質砂-Ⅰ） 

5～29 

（15） 

厚さは約 3.0m から 9.0m。 色調は灰色で、含水比

は湿っている。 粒径は細粒から中粒である。相対密

度は緩いから中位を示す。 

6. CLAY-AII        
（粘土-AII） 

2～19 

（5） 

厚さは約 7.0m から 13.0m。 色調は灰色で、含水

比は湿っている。 可塑性は低〜中程度である。コン

システンシーは柔らかいから非常に硬い。 

7. Clayey SAND-B    
（粘土質砂-B） 

15～27 

（17） 

厚さは約 2.0m。 色調は灰色で、含水比は湿ってい

る。 粘土の可塑性は低く、砂の粒形は細粒である。 
相対密度は中位の密度を示す。 

8. CLAY-AIII       
（粘土-AIII） 

3～33 

（7） 

厚さは約 14.0m〜26.0m。 色調は灰色で、含水比

は湿ってから濡れている。可塑性は低〜中程度であ

る。 コンシステンシーは、柔らかいから固結してい

9. Clayey SAND-C    
（粘土質砂-C） 

20～32 

（20） 

厚さは約 2.0m。色調は灰色で、含水比は湿ってい

る。 粘土の可塑性は低〜中程度である。砂の粒径

は細粒から中粒である。 

イラワジ

層 

10. Clayey SAND-I    
（粘土質砂-Ⅰ） 

10～≧50 

（23） 

厚さは約 3.0m から 12.0m。 色調は緑灰色〜黄褐

色で、含水比は湿っている。砂の粒径は細粒から中

粒である。 

11. Clayey SAND-II    
（粘土質砂-Ⅱ） 

≧50 

（50） 

この層の厚さは 9.0m 以上。 色は黄褐色で含水比

は湿っている。 粒径は細粒～中粒である。 

出典：JICA 調査団 
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表 3.3.3 河床部の地質層序 

地層 土質記号（地層名） 
N 値 

（代表値） 
記 事 

沖積層 

1. Silty SAND- River 

Sediments シルト質

砂-河床堆積物 

2～10 

（3） 

厚さは約 2.0m から 11.0m。色調は褐灰色で、含水比

は湿っているから濡れている。 砂の粒径は細粒から中

粒である。  

2. CLAY-I          

（粘土-Ⅰ） 
0～4 

（1） 

厚さは約 1.0m〜5.5m。 色調は灰色で、含水比は湿っ

ている。 可塑性は低〜中程度である。 コンシステンシ

ーは非常に柔らかいから柔らかい。 

3. Clayey SAND-A    

（粘土質砂-A） 
2～5 

（3） 

厚さは約 4.0m から 6.0m。色調は褐灰色で、含水比は

湿ってから濡れている。粒径は細粒から中粒である。相

対密度は非常に緩いから緩い。 

4. Silty SAND-I      

（シルト質砂-Ⅰ） 
3～38 

（13） 

厚さは約 4.0m から 12.0m。色調は灰色で、水分は湿

っている。 砂の粒度は細粒から中粒である。相対密度

は非常に緩いから中位である。 

5. Sandy CLAY-II     

（砂質粘土-Ⅱ） 
7～14 

（9） 

厚さは約 2.0m〜4.0m。色調は灰色で、含水比は湿っ

ている。 粘土の可塑性は低〜中程度である。コンシス

テンシーは中位を示す。 

6. CLAY-AII        

（粘土-AII） 
4～19 

（7） 

厚さは約 2.0m から 19.0m。色調は灰色で、含水比は

湿っている。粘土の可塑性は低〜中程度である。コンシ

ステンシーは柔らかいから非常に硬い。 

7. Clayey SAND-B    

（粘土質砂-B） 
7～19 

（13） 

厚さは約 1.0m から 6.0m。色調は灰色で、含水比は湿

っている。粒径は細粒から中粒である。相対密度は緩い

から中位である。 

8. Silty SAND-A      

（シルト質砂-A） 
17～36 

（25） 

厚さは約 3.0m〜7.0m。 色調は灰色で、含水比は湿っ

ている。粒径は細粒から中粒である。相対密度は中位

から密である。 

9. CLAY-AIII        

（粘土-AIII） 
11～35 

（18） 

厚さは約 5.0m から 23.0m。色調は灰色で、含水比は

湿っている。 可塑性は中〜高である。コンシステンシー

は硬いから固結した状況にある。 

10. Clayey SAND-C    

（粘土質砂-C） 
10～40 

（20） 

厚さは 2.0m〜19.0m。色調は灰色で、水分は湿ってい

る。 粒度は細粒から中粒である。相対密度は中位から

密である。 

11. Silty SAND-II      

（シルト質砂-Ⅱ） 
17～43 

（30） 

厚さは約 3.0m から 16.0m。色調は灰色で、含水比は

湿っている。 粒度は細粒から中粒である。相対密度は

中位から密である。 

イラワジ

層 

12. Clayey SAND-I     

（粘土質砂-Ⅰ） 
24～50 

（35） 

厚さは約 1.0m〜8.0m。色調は灰色から赤褐色〜黄褐

色である。 含水比は湿っている。 粒度は細粒から中粒

である。 

13. CLAY-AIV        

（粘土-AIV） 
26～≧50 

（30） 

厚さは約 6.0m から 10.5m。色調は灰色で、含水比は

湿っている。可塑性は低〜中程度である。コンシステン

シーは非常に硬いから固結する。 細粒の砂を含む。  

14. Clayey SAND-II    

（粘土質砂-II） 
44～≧50 

（50） 

厚さは 12.0m 以上。色調は黄褐色である。 粒度は細

粒から中粒である。相対密度は密なから非常に密な状

況にある。 
出典：JICA 調査団 
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表 3.3.4 タケタ地域の地質層序 

地層 土質記号（地層名） 
N 値 

（代表値） 
記 事 

沖積層 

1. Filled Soil      

（盛土） 

3 

（3） 

厚さは約 3.0m。色調は褐色で、含水比は低から湿ってい

る。 可塑性は低〜中程度である。コンシステンシーは柔

らかい。 

2. CLAY-I        

（粘土-I） 

0～5 

（1） 

厚さは約 6.0m〜10.0m。 色調は灰色である。含水比は

湿ったから濡れた状況にあり、低〜高の可塑性を示す。コ

ンシステンシーは非常に柔らかいから中位の状況にある。 

3. Silty SAND-I    

（シルト質砂-I） 

4～30 

（13） 

厚さは約 3.0m から 9.0m。色調は灰色であり、含水比は

湿ってから濡れた状況にある。粒径は細粒である。相対

密度は緩いから中位の状況にある。 

4. Sandy SILT     

（砂質シルト） 

5～7 

（7） 

厚さは約 3.0m。 含水比は湿ったから濡れた状況にあり、

可塑性は低いから中程度を示す。コンシステンシーは中

位の状況にある。 

5. Silty SAND-II   

（シルト質砂-II） 

13～47 

（25） 

厚さは約 14.0m から 19.0m。 色調は灰色で、含水比は

湿った状況にある。粒径は細粒から中粒である。相対密

度は中位から密な状況にある。 

イラワジ層 

6. Clayey SAND-I  

（粘土質砂-I） 

14～50 

（35） 

厚さは約 7.0m から 15.0m。色調は灰色で、含水比は湿

っている。粒径は細粒から中粒である。 相対密度は中程

度から密である。 

7. Clayey SAND-II  

（粘土質砂-II） 

≧50 

（50） 

厚さは 8.0m 以上。色調は黄褐色〜赤褐色であり、含水

比は湿った状況にある。相対密度は密から非常に密な状

況にある。 

出典：JICA 調査団 
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表 3.3.5 高架橋区間の地質層序 

地層 土質記号（地層名） 
N 値 

（代表値） 
記 事 

沖積層 

1. Filled Soil 
 (盛土) 

3～7  

(4) 

盛土はほとんど粘土、砂質粘土であり、いくつかのボーリ

ング孔でシルト質砂として観察される。厚さは約 1.0m〜

2.0m である。 

2. CLAY-I 
（粘土-Ⅰ） 

2～8 

(4) 

厚さは約 1.0m から 6.0m。色調は灰色である。可塑性は

中程度から中程度であり、含水比は湿っている。コンシス

テンシーは柔らかいから中位の状況を示す。 

3. Silty SAND-I 
（シルト質砂-Ⅰ） 

2～33 

(10) 

厚さは約 3.0m〜8.0m。色調は灰色である。粒径は細粒

であり、含水比は湿っており、ある深度では濡れた状況に

ある。相対密度は非常に緩いから密を示す。 

4. Sandy SILT 
（砂質シルト） 

2～19 

(7) 

厚さは約 2.0m から 5.0m。 色調は灰色で、含水比は湿

っている。 シルトは低い可塑性である。コンシステンシー

は柔らかくから非常に硬い。 

5. Silty SAND-II 
（シルト質砂-Ⅱ） 

6～48 

(22) 

厚さは約 9.0m から 21.0m。 色調は灰色で、含水比は

湿った状況にある。砂の粒径は細粒から中粒である。 相

対密度は緩いから密な状況を示す。 

6. CLAY-II 
（粘土-Ⅱ） 

11～41 

(20) 

厚さは約 1.0m から 11.0m。色調は灰色で、水分は湿っ

ている。さらに、この層には細かい砂が含まれている。コン

システンシーは硬いから固結した状況にある。 

イラワジ層 

7. Clayey SAND-I 
（粘土質砂-Ⅰ） 

10～≧50 

(35) 

厚さは約 2.0m〜16.0m。色は黄褐色で、ある深度では

灰色で、含水比は湿った状況にある。 相対密度は緩い

から非常に密である。 

8. CLAY-III 
（粘土-Ⅲ） 

19～≧50 

(31) 

厚さは約 7.0m から 9.0m。色調は灰色で、含水比は湿っ

た状況にある。可塑性は、低いから中程度を示す。コンシ

ステンシーは非常に硬いから固結した状況にある。 

9. Clayey SAND-

II 
（粘土質砂-Ⅱ） 

34～≧50 

(50) 

厚さは 10.0m 以上。色調は灰色で、含水比は湿った状

況にある。砂の粒度は細粒から中粒である。相対密度は

密から非常に密な状況にある。 

10. CLAY-IV 
（粘土-Ⅳ） 

32～≧50 

(50) 

厚さは 14.0m 以上。可塑性は、低いから中程度である。

薄い細粒の砂を挟む。コンシステンシーは固結した状況

にある。 
出典：JICA 調査団 

 

軟弱地盤に該当する層は、一般に粘性土地盤が N 値 4 以下、砂質土地盤が N 値 10～15 以下である。

軟弱地盤検討が必要な範囲において、表 3.3.1～表 3.3.5 に示した地層のうち各地域における軟弱層

を表 3.3.6 に示す。 
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表 3.3.6 軟弱地盤一覧表 

出典：JICA 調査団 

 

以上のことから、軟弱層が分布する深度は、タンリン地域では施工基盤面から 18～22m、河床部は

10～22m、タケタ地域は 12～14m、高架橋地域は 9～13m、と考えられる。各地域の地質縦断図に

軟弱層下面を赤線で示す。 

 

出典：JICA 調査団 

図 3.3.1 タンリン地域地質縦断図 

タンリン地域 河床部 

地層名 
Ｎ値 

（平均） 
地層名 

Ｎ値 
（平均） 

Filled Soil 1 Silty SAND-River 
Sediments 3 

CLAY-Ⅰ 1 CLAY-Ⅰ 1 
Sandy CLAY-Ⅰ 3 Clayey SAND-A 3 
Silty SAND-Ⅰ 15 Silty SAND-Ⅰ 13 

Clayey SAND-A 3 Clayey SAND-B 13 
 

タケタ地域 高架橋地域 

地層名 
Ｎ値 

（平均） 
地層名 

Ｎ値 
（平均） 

Filled Soil 3 Filled Soil 4 
CLAY-Ⅰ 1 CLAY-Ⅰ 4 

Silty SAND-Ⅰ 13 Silty SAND-Ⅰ 10 

軟弱層下面 
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出典：JICA 調査団 

図 3.3.2 河床部地質縦断図 

軟弱層下面 
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出典：JICA 調査団 

図 3.3.3 タケタ地域地質縦断図 

 

 

軟弱層下面 
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出典：JICA 調査団 

図 3.3.4 高架橋地域地質縦断図 

軟弱層下面 
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3.3.1.2 解析ブック区分の設定 

軟弱地盤解析を行うに当たって、検討区間は地盤条件などを考慮して表 3.3.7 に示すブロックに区

分するものとした。 

解析用モデル柱状図は、地質縦断図を基に検討箇所の地質構成を使用するものとした。 

 

表 3.3.7 解析ブロック区分 

 

出典：JICA 調査団 

 

対策後の地盤解析は、現状の地盤解析結果から「対策工が必要」と判断された場合のみ「対策の目的」

に合致した解析を行った。 

解析を行った断面数を表 3.3.8 に整理した。 

 

 

 

  

地区名 ブロック番号 測点 延長（ｍ） 盛土高（m）
軟弱地盤
層厚（ｍ）

設定理由

STA.0+000.000 0.41
～ ～

STA.0+130.000 0.60
STA.0+130.000 1.31

～ ～
STA.0+250.000 2.10
STA.0+250.000 2.10

～ ～
STA.0+322.000 3.51
STA.0+322.000 3.51

～ ～
STA.0+352.000 4.36
STA.2+392.500 3.60

～ ～
STA.2+593.800 4.23
STA.2+593.800 3.56

～ ～
STA.2+676.000 4.37
STA.2+676.000 0.50

～ ～
STA.2+800.000 4.37
STA.0+000.000 0.22

～ ～
STA.0+367.483 2.57
STA.0+367.483 2.57

～ ～
STA.0+406.000 4.86

タケタ
地域

130.0

110.0

AO1橋台背面で、擁壁構造である。

オンランプ

ブロック8 38.5 17～20

367.5

ブロック4

ブロック2

ブロック5

19～20
A1橋台背面で、上流側が盛土構造、下流側が擁壁構造であ
る。

-

ブロック1

124.0 9～12

現況道路上に計画されている範囲であり、現況で締固められ
ていると考えられることから、軟弱地盤対策の検討範囲外と
する。

低盛土構造である。

上流側が盛土構造、下流側が擁壁構造である。

地質縦断図より、軟弱層はFilled soiil、Clay-1、Silty sand-1
から構成され、上流側が盛土構造、下流側が擁壁構造であ
る。

18～20

201.3 12～14

-

120.0 18
タンリン
地域

ブロック3 30.0

本線は擁壁構造、アプローチ道路は上流側が盛土構造、下
流側が擁壁構造である。

ブロック6

ブロック7

アプローチ道路片側1車線の低盛土構造で設計される。

低盛土構造である。

12～13

17～20

82.2
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表 3.3.8 検討断面数 

 

出典：JICA 調査団 

 

解析ブロックと解析断面位置を図 3.3.5～図 3.3.6 に示す。 

 

 

沈下解析 変形検討 液状化検討 安定解析 側方移動 支持力検討

ブロック2 1 1 -11

11111

STA.0+360.000

STA.0+400.000
オンランプ

ブロック7 1 1 1 -

ブロック3

1

1

1 1

解析断面位置

1 1 1 1 1

1 1 1 1 --

ブロック8

タンリン
地域

地域名 ブロック番号

地盤解析断面数

ブロック1

タケタ
地域

ブロック4

ブロック5

ブロック6

1 1

1 1 1 1

1 1 1 -

-

1

1

1

-

-

1

STA.0+240.000

STA.2+400.000

STA.2+620.000

STA.2+680.000

STA.0+320.000

STA.0+340.000
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出典：JICA 調査団 

図 3.3.5 ブロック区分（タンリン地域・オンランプ） 
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出典：JICA 調査団 

図 3.3.6 ブロック区分（タケタ地域） 
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3.3.1.3 土質定数の設定 

(1) 単位体積重量（γt）、粘着力（c）、内部摩擦角（φ） 

土質定数は、「2.1 土質調査」で求めた値を基に設定した。 

表 3.3.9～表 3.3.10 に設定した土質定数の一覧表を示す。 

 

表 3.3.9 タンリン地域の土質定数 

 

No. 

 

土質名 

 
 

代表 
N 値 

単位体積重量 内部摩擦角 粘着力 

γt 

（kN/m3
） 

γsat 

（kN/m3
） 

γ' 

（kN/m3
） 

φ 

（°） 

c 

(kN/m2) 

 
1 

 

Filled Soil 11) 18.02)
 

 
18.0 

 

8.0 
 
- 152) 

 

2 
 

CLAY-I 11) 17.51)
 

 

17.5 
 

7.5 
 
- 221) 

 

3 
 

Sandy CLAY-I 31) 17.51)
 

 

17.5 
 

7.5 
 
- 241) 

 

4 
 

Silty SAND-I 151) 16.51)
 

 

17.5 
 

7.5 333) 
 
- 

 

5 
 

Clayey SAND-A 31) 17.02)
 

 

18.0 
 

8.0 283) 
 
- 

 

6 
 

CLAY-AII 51) 17.51)
 

 

17.5 
 

7.5 
 
- 301) 

 

7 
 

Clayey SAND-B 171) 17.02)
 

 

18.0 
 

8.0 333) 
 
- 

 

8 
 

CLAY-AIII 71) 17.61)
 

 

17.6 
 

7.6 
 
- 423) 

 

9 
 

Clayey SAND-C 201) 17.02)
 

 

18.0 
 

8.0 323) 
 
- 

 

10 
 

Clayey SAND-I 231) 17.02)
 

 

18.0 
 

8.0 313) 
 
- 

 

11 
 

Clayey SAND-II 501) 19.02)
 

 

20.0 
 

10.0 353) 
 
- 

1) 現場試験または土質試験結果により設定した。  

2) NEXCO に示された参考値により設定した。 

3) 標準貫入試験によるN 値からの公式により設定した。 

4) 公式により設定した。 

 

出典：JICA 調査団 
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表 3.3.10 高架橋地域の土質定数 

 
 

No. 

 
 

土質名 

 
 

代表 
N 値 

単位体積重量 内部摩擦角 粘着力 

γt 

（kN/m3
） 

γsat 

（kN/m3
） 

γ' 

（kN/m3
） 

φ 

（°） 

c 

(kN/m2) 

 

1 
 

Filled Soil 41) 16.02)
 

 

16.0 
 

6.0 

 
- 243) 

 

2 
 

CLAY-I 41) 18.01)
 

 

18.0 
 

8.0 

 
- 241) 

 

3 
 

Silty SAND-I 101) 17.01)
 

 

18.0 
 

8.0 323) 
 

- 

 

4 
 

Sandy SILT 81) 18.02)
 

 

18.0 
 

8.0 

 

- 483) 

 

5 
 

Silty SAND-II 231) 19.02)
 

 

20.0 
 

10.0 333) 
 

- 

 

6 
 

CLAY-II 221) 18.02)
 

 

18.0 
 

8.0 

 

- 1323)
 

 

7 
 

Clayey SAND-I 411) 19.02)
 

 

20.0 
 

10.0 333) 
 

- 

 

8 
 

CLAY-III 351) 18.02)
 

 

18.0 
 

8.0 

 

- 2103)
 

 

9 
 

Clayey SAND-II 501) 19.02)
 

 

20.0 
 

10.0 373) 
 

- 

 

10 
 

CLAY-IV 501) 18.02)
 

 

18.0 
 

8.0 

 

- 3003)
 

1) 現場試験または土質試験結果により設定した。  

2) NEXCO に示された参考値により設定した。 

3) 標準貫入試験によるN 値からの公式により設定した。 

4) 公式により設定した。 

 

出典：JICA 調査団 
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(2) e-logP 曲線 

1) 粘性土 

e-logP 曲線は、各ブロック内で実施した地質調査により得られた圧密試験データから、平均曲

線を採用するものとした。ただし、圧密試験を行っていない場合は、土質の性状が同様と考えら

れる周辺の試験値を採用するものとした。 

各ブロックの地層毎に採用した値を表 3.3.11 に示す。また、表 3.3.12 に、使用したボーリング

ごとの e-logP 曲線と各ブロックで採用した e-logP 曲線を示す。 

 

表 3.3.11 e-logP 曲線一覧表 

ブロック番号 ブロック 1、2、3 ブロック 4 
土質名 CLAY-Ⅰ Sandy CLAY-Ⅰ CLAY-Ⅰ 

値 

P e P e P e 
12.46 1.33 12.46  1.26  12.46  1.29  
25.02 1.30 25.02  1.24  25.02  1.26  
50.03 1.25 50.03  1.21  50.03  1.21  

100.06 1.15 100.06  1.15  100.06  1.12  
200.03 1.03 200.03  1.04  200.03  1.00  
400.15 0.90 400.15  0.91  300.09  0.98  
800.30 0.77 800.30  0.78  400.15  0.88  
1200.55 0.70 1200.55  0.71  800.30  0.74  
1600.50 0.68 1600.50  0.66  1200.55  0.65  

 

ブロック番号 ブロック 5、6 ブロック 7、8 
土質名 CLAY-Ⅰ CLAY-Ⅰ Sandy CLAY-Ⅰ 

値 

P e P e P e 
12.46 1.01 12.46  1.38  12.46  1.22  
25.02 0.99 25.02  1.34  25.02  1.20  
50.03 0.96 50.03  1.26  50.03  1.16  

100.06 0.92 100.06  1.15  100.06  1.11  
200.03 0.85 200.03  1.03  200.03  1.02  
400.15 0.76 300.09  0.91  400.15  0.90  
800.30 0.67 400.15  0.91  800.30  0.76  
1200.55 0.62 800.30  0.78  1200.55  0.69  
1600.50 0.59 1200.55  0.71  1600.50  0.63  

- - 1600.50  0.67  - - 
出典：JICA 調査団 
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表 3.3.12 e-logP 曲線 

Soil 
name e-logP Curve 

CLAY-Ⅰ 
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Sandy 
CLAY-Ⅰ 

 

 
 

 
 

 

2) 砂質土 

図 3.3.7 の中から N 値を基に設定した。 

 

 図 3.3.7 砂の圧力-間隙比曲線 

出典：「道路土工-軟弱地盤対策工指針」（日本道路協会）p.125 
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(3) Cv-logP 曲線 

1) 粘性土 

Cv-logP 曲線は、各ブロック内で実施した地質調査により得られた圧密試験データから、平均曲

線を採用するものとした。ただし、圧密試験を行っていない場合は、土質の性状が同様と考えら

れる周辺の試験値を採用するものとした。 

各ブロックの地層毎に採用した値を表 3.3.13 に示す。また、表 3.3.14 に、使用したボーリング

ごとの Cv-logP 曲線と各ブロックで採用した Cv-logP 曲線を示す。 

 

表 3.3.13 Cv-logP 曲線一覧表 

ブロック番号 ブロック 1、2、3 ブロック 4 
土質名 CLAY-Ⅰ Sandy CLAY-Ⅰ CLAY-Ⅰ 

値 

P Cv P Cv P Cv 
6.28  507.17  6.28  965.50  6.28  692.17  

17.66  447.00  17.66  1400.00  17.66  273.00  
35.41  414.50  35.41  1133.50  35.41  245.13  
70.73  361.60  70.73  965.50  70.73  388.63  
141.46  270.17  141.46  782.50  141.46  228.98  
282.92  229.93  282.92  694.50  270.27  222.52  
565.94  341.00  565.94  583.00  346.49  169.70  
980.22  202.63  980.22  522.00  565.94  243.28  
1386.15  201.43  1386.15  161.50  980.22  172.40  

- - - - 1386.15  201.57  
 

ブロック番号 ブロック 5、6 ブロック 7、8 
土質名 CLAY-Ⅰ CLAY-Ⅰ Sandy CLAY-Ⅰ 

値 

P Cv P Cv P Cv 
6.28  1138.77  6.28  703.50  6.28  639.00  

17.66  266.33  17.66  469.51  17.66  588.00  
35.41  398.33  35.41  614.79  35.41  583.50  
70.73  670.17  70.73  528.12  70.73  398.00  
141.46  307.00  141.46  615.53  141.46  405.00  
282.92  369.53  273.43  454.37  282.92  351.50  
565.94  979.33  346.49  140.80  565.94  437.50  
980.22  456.60  565.94  360.67  980.22  284.15  
1386.15  628.00  980.22  360.83  1386.15  231.50  

- - 1386.15  304.55  - - 
出典：JICA 調査団 
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表 3.3.14 Cv-logp 曲線 

Soil 
name Cv-logP Curve 

CLAY-Ⅰ 
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Sandy 
CLAY-Ⅰ 

 

 
 

 
 

出典：JICA 調査団 
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(4) 強度増加率 

1) 粘性土 

土質に応じた強度増加率を、表 3.3.15 に示す表から推定した。本事業の地質調査で確認された

土質は「粘性土」と「シルト」であったため、それぞれの強度増加率の範囲が重なり合う範囲の

うち、最小値である m=0.30 を採用した。 

 

表 3.3.15 土質による強度増加率 m の範囲 

 

出典：「道路土工-軟弱地盤対策工指針」（日本道路協会）p.83 

 

(5) 圧密降伏応力 Pc、土被り圧 P0 

圧密降伏応力（Pc）と土被り圧（P0）は、各ブロック内で実施した地質調査により得られた圧

密試験データと、地層構成・層厚および土質定数から算出した。 

各ブロックの地層毎に採用した値を表 3.3.16 に示す。 
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表 3.3.16 圧密降伏力と土被り圧 

 

出典：JICA 調査団 

3.3.1.4 施工条件 

(1) 盛土材の土質定数 

盛土材は、表 3.3.17 の土質定数を使用するものとした 

 

表 3.3.17 盛土材の土質定数 

種別 土質定数 
単位体積重量 19kN/m3 

粘着力 0 kN/m3 
内部摩擦角 30° 

出典：JICA 調査団 

 

 

Block Soil name
Boring

No.
Sample

No.

Po

（kN/m
2
)

Pc

(kN/m
2
)

Pc-P0
Adopted

value
Pc/P0

qu

(kN/m
2
)

BH-BD-23 T-1 37.2 54.4 17.2 1.46 54.35
T-1 33.1 45.8 12.7 1.38 32.55
T-2 70.8 149.0 78.2 2.11 46.70

BH-BD-25 T-1 32.4 88.2 55.9 2.73 40.95
BH-BD-23 T-2 68.0 112.3 44.4 1.65 47.90

BH-BD-25 T-3 92.4 98.0 5.7 1.06 49.95
T-1 55.2 122.0 66.8 2.21 42.58
T-2 79.8 102.3 22.5 1.28 30.92

16BH-14 T-1 44.8 261.3 216.5 5.83 92.55

BH-BD-14 T-1 44.2 47.4 3.2 1.07 26.85
T-1 64.8 220.3 155.5 3.40 29.65

T-2 81.2 278.6 197.4 3.43 30.10
16BH-12 T-1 47.2 75.9 28.7 1.61 43.90

16BH-13 D-1 39.2 171.3 132.1 4.37 56.40
T-1 37.3 62.3 25.1 1.67 31.30
T-2 67.3 88.2 21.0 1.31 43.95
T-1 48.7 78.4 29.7 1.61 34.45
T-2 95.2 78.4 -16.8 0.82 48.95

T-3 141.7 159.1 17.4 1.12 33.32
T-1 20.6 24.3 3.7 1.18 15.85
T-3 65.6 294.0 228.4 4.48 40.80

BH-BD-22 T-1 37.6 35.3 -2.3 0.94 25.50
Sandy

CLAY-Ⅰ
BH-BD-22 T-2 86.0 239.9 154.0 154.0 2.79 130.20

：Abnormal Value

29.7

66.84 CLAY-Ⅰ

197.4CLAY-Ⅰ5 ~ 6

(13)BH-05

16BH-11

BH-BD-20

(13)BH-01

BH-BD-21

CLAY-Ⅰ
7 ~ 8

55.9CLAY-Ⅰ

Sandy
CLAY-Ⅰ

1 ~ 3

44.4

BH-BD-24
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(2) 盛土速度 

「道路土工-軟弱地盤対策工指針」（日本道路協会）P.54 には、表 3.3.18 のように示されている。 

表 3.3.18 盛土速度 

地盤条件 盛土速度(cm/day) 
厚い粘性土地盤および黒泥、または、有機質土

が厚く堆積した泥炭地盤 
3 

普通の粘性土地盤 5 
薄い粘性土地盤及び黒泥、または、有機質土を

ほとんど挟まない薄い泥炭地盤 
10 

出典：「道路土工-軟弱地盤対策工指針」（日本道路協会）p.54 

 

当箇所は、地表面から 20m 程度までに分布する粘性土および砂質土が問題となると考えられる

ため、本線での盛土速度を 5cm/day とした。ただし、オンランプについては、既設橋脚に近接

しており、変状の発生を抑えるため 3cm/day とする。 

(3) 盛土放置期間 

本事業の施工計画で、盛土の放置期間は表 3.3.19 に示した期間となる。 

 

表 3.3.19 盛土放置期間 

地域 ブロック番号 放置期間(日) 

タンリン地域 
ブロック 1 
ブロック 2 
ブロック 3 

480 
（16 ヶ月） 

タケタ地域 
ブロック 4 
ブロック 5 
ブロック 6 

390 
（13 ヶ月） 

オンランプ 
ブロック 7 
ブロック 8 

480 
（16 ヶ月） 

出典：JICA 調査団 

 

3.3.1.5 道路条件 

(1) 交通荷重 

図 3.3.8 に示したように盛土厚が大きくなるほど盛土内における荷重の分散効果が大きくなる

ため、軟弱地盤上の盛土の交通相当荷重は小さくなる傾向が認められる。 

本検討の沈下・安定解析においては、盛土高が 3.0m 以上の盛土については一律 11.6kN/m2 の

交通相当荷重で解析を行う。ただし、盛土高が 3.0m よりも低い盛土の場合は、図 3.3.8 より読

み取った値を交通荷重として解析を行う。使用する値を表 3.3.20 に示す。 

 



ミャンマー国バゴー橋建設事業詳細設計調査  ファイナル・レポート 

 

   3-46 

 

図 3.3.8 交通荷重の影響に相当する盛土荷重 

出典：「道路土工-軟弱地盤対策工指針」（日本道路協会）p.143 

 

表 3.3.20 盛土高における交通荷重 

 

出典：JICA 調査団 

 

(2) 設計目標値 

1) 許容残留沈下量 

許容残留沈下量は、維持管理の問題と関係しており「道路土工-盛土工指針（平成 22 年 4 月）」

（日本道路協会）では、舗装後 3 年間で 10～30cm 程度としている。 

本事業においては、舗装後及び道路供用後の円滑な維持管理並びに将来のオーバーレイ工事費

の縮減などを考慮して、盛土施工開始時から舗装工事開始までの期間（PKG1 は 480 日、PKG2
は 390 日）中に残留沈下量を満足することとし、橋台への影響範囲内での残留沈下量を 10cm、

橋台への影響範囲外での残留沈下量を 30cm と設定した。 

2) 許容安全率 

地盤破壊に対する許容安全率は、常時、地震時、液状化時に対して表 3.3.21 のように設定した。 

 

 

盛土高(m) 盛土荷重 (kN/m2) 
3.0～ 11.6 

2.5～3.0 15 
2.0～2.5 20 
1.5～2.0 25 
1.0～1.5 35 
0.5～1.0 45 
0.0～0.5 55 
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表 3.3.21 常時・地震時・液状化時の許容安全率 

項目 許容安全率 
常時 Fs=1.25 

地震時、液状化時 Fs=1.10 
出典：JICA 調査団 

 

また、「道路土工－軟弱地盤対策工指針(平成 24 年 8 月)」P.146 を参考に、盛土施工時、供用時

に対しての安全率を表 3.3.22 に示す。 

 

表 3.3.22 盛土施工時と供用時の許容安全率 

項目 許容安全率 
盛土施工時 Fs=1.10 
供用時 Fs=1.25 

出典：「道路土工-軟弱地盤対策工指針」（日本道路協会）p.146 

3) 近接構造物に対する許容変位量 

表 3.3.23、表 3.3.24 を参考に支持地盤を圧密層、構造種別を鉄筋コンクリート構造と考え、限

界傾斜角を 1/700、許容最大沈下量を 10cm として検討を行う。 

 

表 3.3.23 構造別の限界傾斜角の例 

 

出典：建築基礎構造設計指針（日本建築学会）P.153 
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表 3.3.24 構造別の総沈下量の限界値の例 

 

出典：建築基礎構造設計指針（日本建築学会）P.154 

3.3.2 技術解析 

3.3.2.1 沈下解析 

各断面において、以下に示す解析方法により計画盛土高での沈下解析を行い、沈下量および沈下時間

の計算を行った。 

(1) 解析方法 

1) 沈下量の計算方法 

粘性土の圧密沈下量 Sc は、盛土荷重による間隙比の変化に着目して求めるものとし、次式の⊿

e 法によって計算した。なお、砂質土層の即時沈下量 Si も同じ式で算出するものとし、その場

合の砂の圧力-間隙比曲線は N 値により図 3.3.7 を用いるものとした。 

H
e

ee
Sc 





0

10

1  

ここに、Sc ： 圧密沈下量(m) 

e0 ： 初期間隙比 (有効土被り圧 P0+q0 に対する間隙比) 

e1 ： 圧密後の間隙比(e～logP 曲線より P0+ΔP に対する間隙比) 

ΔP ： 圧密荷重などによる鉛直増加応力(kN/m2) 

H  ： 圧密層の層厚 (m) 

ただし、e0＞e1 
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2) 沈下時間の計算方法 

圧密沈下時間は、排水が鉛直方向にだけ行われるとする一次元圧密を考えて、次式により計算し

た。 

Tv
C

D
T

V


2

 

ここに、T  ： 圧密沈下時間(日) 

D  ： 最大排水距離(cm) 

Cv ： 圧密係数 (cm2/日) 

Tv ： 時間係数 

 

なお、時間係数 Tv は圧密度 U によって変化する係数である。（図 3.3.9) 

 

図 3.3.9 圧密層全体での平均圧密度Ｕと時間係数 Tv の関係（載荷直後間隙水圧Δu0=一定） 

出典：「道路土工-軟弱地盤対策工指針」（日本道路協会）p.128 

 

(2) 解析結果 

沈下解析の結果を表 3.3.25 に示す。 
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表 3.3.25 沈下解析結果 

地域 ブロック 
番号 

計画盛土
高(m) 

盛土速度
(cm/day) 

盛土期間 
（day） 

全沈下量 
（cm） 

残留沈下量 
(cm) 

放置期間 
(day) 

タンリン 
地域 

1 2.10 5 43 59.566 18.562 480 
2 3.51 5 71 73.548 10.786 480 
3 3.97 5 80 75.908 9.752 480 

タケタ 
地域 

4 4.57 5 92 69.851 27.632 390 
5 4.81 5 96 34.530 2.915 390 
6 2.85 5 57 22.677 3.436 390 

オンランプ 7 2.57 3 86 47.125 8.146 480 
8 4.55 3 152 54.301 5.620 480 

出典：JICA 調査団 

3.3.2.2 変形解析 

(1) 解析方法 

盛土の沈下形状と側方地盤に変位の及ぶ距離の関係は、図 3.3.10 のように示される。 

 

図 3.3.10 盛土の沈下形状と側方への影響 

出典：「道路土工-軟弱地盤対策工指針」（日本道路協会）p.128 

 

図 3.3.10 より盛土ののり尻から軟弱層厚の 2 倍程度の範囲に構造物が存在する場合は、盛土に

よる影響が考えられる。 

(2) 解析結果 

各検討断面において、盛土からの距離と沈下量及び地盤傾斜角を解析した。 

解析した結果を図 3.3.11～図 3.3.18 に示す。 
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出典：JICA 調査団 

図 3.3.11 地盤影響検討図 STA.0+240 

 

出典：JICA 調査団 

図 3.3.12 地盤影響検討図 STA.0+320 
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出典：JICA 調査団 

図 3.3.13 地盤影響検討図 STA.0+340 

 

出典：JICA 調査団 

図 3.3.14 地盤影響検討図 STA.2+400 
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出典：JICA 調査団 

図 3.3.15 地盤影響検討図 STA.2+620 

 

出典：JICA 調査団 

図 3.3.16 地盤影響検討図 STA.2+680 



ミャンマー国バゴー橋建設事業詳細設計調査  ファイナル・レポート 

 

   3-54 

 

出典：JICA 調査団 

図 3.3.17 地盤影響検討図 STA.0+360 

 

出典：JICA 調査団 

図 3.3.18 地盤影響検討図 STA.0+400 
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出典：JICA 調査団 

図 3.3.19 検討断面と法尻からの距離（タンリン地域・オンランプ） 
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出典：JICA 調査団 

図 3.3.20 検討断面と法尻からの距離（タケタ地域） 
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図 3.3.11～図 3.3.20 から、ブロック 1～3、ブロック 4～6、ブロック 8 は、総沈下量・地盤傾斜角

共に既設構造物が確認される距離では、許容値内に収まる結果となった。 

ただし、ブロック 7 については、許容値以上の値を示す距離に既設橋脚が存在するため、盛土施工を

行う場合、変位が生じる可能性が考えられる。 

3.3.2.3 液状化検討 

(1) 検討方法 

1) 液状化の判定を行う必要がある土層 

下記の条件から、液状化が生じる可能性がある層を判定した。 

・地下水位が地表面から 10m 以内にあり、かつ地表面から 20m 以内の深さに存在する飽和土

層 

・細粒分含有率 FC が 35%以下の土層、または FC が 35%を超えても塑性指数 IP が 15 以下の

土層 

・平均粒径 D50 が 10mm 以下で、かつ 10%粒径 D10 が 1mm 以下である土層 

2) 液状化の判定 

1) により液状化の判定を行う必要のある土層については、液状化に対する抵抗率FLを算出し、

その値が 1.0 以下の土層については液状化するとみなすこととする。 

 

FL=R/L 

R=CW・RL 

L=rd・kh・(σv/σv’) 

rd=1.0-0.015x 

 

ここに、FL：液状化に対する抵抗率 

R：動的せん断強度比 

L：地震時せん断応力比 

CW：地震動特性による補正係数 

RL：繰り返し三軸強度比 

rd：地震時せん断応力比の深さ方向の低減係数 

kh：設計水平震度 

σV：地表面からの深さ x(m)における全上載圧(kN/m2) 

σV’：地表面からの深さ x(m)における有効上載圧(kN/m2) 

x：地表面からの深さ(m) 



ミャンマー国バゴー橋建設事業詳細設計調査  ファイナル・レポート 

 

   3-58 

3) 繰り返し三軸強度比 

2) の液状化の判定で用いる RLは、下記の式で求める。 

 










 5.46 )14(106.17.1/0882.0

7.1/0882.0

NaNa

Na
RL

・・

・

  
)14(

)14(

Na

Na

≦


 

Na=c1・N1+c2 

N1=170・N/(σvb+70) 












120/

50/)40(

1

1

Fc

Fcc

  

)%60(

%)60%10(

%)10%0(

Fc

Fc

Fc

≦

≦

≦




 








18/)10(

2
2 Fc

c
  

)%10(

%)10%0(

Fc

Fc

≦

≦ 
 

ここに、RL：繰り返し三軸強度比 

N：標準貫入試験から得られる N 値 

N1：有効上載圧 100kN/m2相当に換算した N 値 

Na：粒度の影響を考慮した補正 N 値  

σ’vb：標準貫入試験を行ったときの地表面からの深さにおける有効上載圧 (kN/m2) 

c1,c2：細粒分含有率による N 値の補正係数 

FC：細粒分含有率(%) 

D50：50%粒径(mm) 
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4) 設計水平震度(kh) 

液状化地盤の判定を行う際に用いる設計水平震度 kh は、表 3.3.26 に示す設計水平震度の標準

値より求めた。 

表 3.3.26 液状化判定を伴う際に用いる設計水平震度の標準値 

 

出典：「道路土工-軟弱地盤対策工指針」（日本道路協会）p.168 

 

(2) 検討結果 

検討にあたり、各検討断面において使用したボーリングデータを表 3.3.27 に示す。使用したボ

ーリングデータは検討断面から最も近い位置で調査されたボーリング結果である。 

 

表 3.3.27 液状化検討のために使用したボーリングデータ 

地域 ブロック番号 検討断面 使用したボーリング 

タンリン地域 
ブロック 1 STA.0+240 BH-BD-25 
ブロック 2 STA.0+320 BH-BD-24 
ブロック 3 STA.0+340 BH-BD-23 

タケタ地域 
ブロック 4 STA.2+400 BH-BD-14 
ブロック 5 
ブロック 6 

STA.2+620 
STA.2+680 (16)BH-13 

オンランプ 
ブロック 7 
ブロック 8 

STA.0+360 
STA.0+400 BH-BD-21 

出典：JICA 調査団 
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検討した結果を表 3.3.28～表 3.3.30 に示す。 

表 3.3.28 液状化判定結果（1） 

 

出典：JICA 調査団 

 

 

  

Area Thanlyin side 

 

Area Thanlyin side 

Block Block1 Block Block2 

Depth 
(m) 

BH-BD-25 
Depth 

(m) 

BH-BD-24 

Soil Layer Name Liquefaction 
Potential Soil Layer Name Liquefaction 

Potential 

0.60 Filled Soil  

Not Liquefaction 

0.70 Filled Soil  

Not Liquefaction 
1.30 Filled Soil  1.30 Filled Soil  

2.30 CLAY-I  2.30 CLAY-I  

4.30 CLAY-I  4.30 CLAY-I  

5.30 CLAY-I  5.30 CLAY-I  
Liquefaction 

7.30 CLAY-I  Liquefaction 6.30 CLAY-I  

8.30 Sandy CLAY-I  Not Liquefaction 7.30 CLAY-I  
Not 

Liquefaction 10.30 Sandy CLAY-I  
Liquefaction 

9.30 CLAY-I  

11.30 Sandy CLAY-I  10.80 Sandy CLAY-I  
Liquefaction 

12.30 Sandy CLAY-I  

Not Liquefaction 

11.30 Sandy CLAY-I  

13.30 Sandy CLAY-I  12.30 Sandy CLAY-I  
Not 

Liquefaction 14.30 Silty SAND-I  13.30 Sandy CLAY-I  

15.30 Silty SAND-I  

Liquefaction 

14.30 Silty SAND-I  Liquefaction 

16.30 Silty SAND-I  15.30 Silty SAND-I  

Not 
Liquefaction 

17.30 Silty SAND-I  16.30 Silty SAND-I  

18.30 CLAY-AII  
Not Liquefaction 

17.30 Silty SAND-I  
19.30 CLAY-AII  18.30 Silty SAND-I  

19.30 CLAY-AII  
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表 3.3.29 液状化判定結果（2） 

 

出典：JICA 調査団 

 

  

Area Thanlyin side 

 

Area Thaketa side 

Block Block3 Block Block4 

Depth 
(m) 

BH-BD-23 
Depth 

(m) 

BH-BD-14 

Soil Layer Name Liquefaction 
Potential 

Soil Layer Name Liquefaction 
Potential 

0.42 Filled Soil  

Not 
Liquefaction 

1.30 CLAY-I  

Not 
Liquefaction 

1.30 Filled Soil  2.30 CLAY-I  

2.30 CLAY-I  3.80 CLAY-I  

3.80 CLAY-I  4.40 CLAY-I  

5.30 CLAY-I  5.30 CLAY-I  

6.80 CLAY-I  6.80 CLAY-I  

7.30 Sandy CLAY-I  

Liquefaction 

7.30 CLAY-I  
Liquefaction 

9.30 Sandy CLAY-I  8.30 Silty SAND-I  

10.80 Sandy CLAY-I  9.30 Silty SAND-I  
Not 

Liquefaction 
11.30 Sandy CLAY-I  10.80 Silty SAND-I  

12.30 Sandy CLAY-I  
Not 

Liquefaction 

11.30 Silty SAND-I  

13.30 Sandy CLAY-I  12.30 Silty SAND-I  Liquefaction 

14.30 Silty SAND-I  

Liquefaction 

13.30 Silty SAND-I  Not Liquefaction 

15.30 Silty SAND-I  14.30 Silty SAND-I  
Liquefaction 

16.30 Silty SAND-I  15.30 Silty SAND-I  

17.30 Silty SAND-I  16.30 Silty SAND-I  
Not Liquefaction 

18.30 Silty SAND-I  17.30 Silty SAND-I  

19.30 Silty SAND-I  18.30 Silty SAND-II Liquefaction 

19.30 Silty SAND-II Not Liquefaction 
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表 3.3.30 液状化判定結果（3） 

 

出典：JICA 調査団 

 

 

 

  

Area Thaketa side 

 

Area On-ramp 

Block Block5, Block6 Block Block7, Block8 

Depth 
(m) 

(16)BH-13 
Depth 

(m) 

BH-BD-21 

Soil Layer Name Liquefaction 
Potential 

Soil Layer Name Liquefaction 
Potential 

1.00 Filled Soil  

Not 
Liquefaction 

1.30 Filled Soil  

Not 
Liquefaction 

2.00 Filled Soil  2.25 CLAY-I  

3.00 CLAY-I  3.30 CLAY-I  

4.00 CLAY-I  4.30 CLAY-I  

5.00 CLAY-I  5.30 CLAY-I  

6.00 Silty SAND-I  

Liquefaction 

6.30 CLAY-I  

7.00 Silty SAND-I  7.30 CLAY-I  

8.00 Silty SAND-I  8.25 CLAY-I  

Liquefaction 

9.00 Silty SAND-I  
Not 

Liquefaction 

9.30 CLAY-I  

10.00 Silty SAND-I  10.30 CLAY-I  

11.00 Silty SAND-I  11.30 Sandy CLAY-I  

12.00 Silty SAND-I  

Liquefaction 

12.30 Sandy CLAY-I  

13.00 Sandy SILT 13.30 Silty SAND-I  

14.00 Sandy SILT 14.30 Silty SAND-I  

Not 
Liquefaction 

15.00 Sandy SILT 15.30 Silty SAND-I  

16.00 Sandy SILT 16.30 Silty SAND-I  

17.00 Sandy SILT Not Liquefaction 17.30 Silty SAND-I  

18.00 Silty SAND-II Liquefaction 18.30 Silty SAND-I  

19.00 Silty SAND-II 
Not Liquefaction 

19.30 Silty SAND-I  

20.00 Silty SAND-II  
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3.3.2.4 安定解析 

(1) 解析方法 

下記の計算式により安定解析を行い、盛土のすべり破壊に対する安全率 Fsを求めるものとした。 


 





sin

)tancos'(

・

・・・

w

wc
Fs


 

ここに、Fs：安全率 

c：土の粘着力(kN/m2) 

φ：土のせん断抵抗角（°） 

w’：地下水位以下の浮力を考えた細片の有効重量（kN/m） 

w：分割片の土の全重量（kN/m） 

α：各分割片で切られたすべり面の中心とすべり円の中心を結ぶ直線と鉛直線のなす

角（°） 

l：分割片で切られたすべり面の弧長（m） 

 

(2) 解析結果 

安定解析は、各ブロックについて算出した計画盛土高に対して常時、地震時、液状化時の 3 ケー

スについて行うものとした。 

なお、常時に使用した交通荷重は 11.6kN/m2である。 

設計水平震度は、本業務ではレベル 1 地震動のみを検討するとともに、地盤種別がⅢ種地盤で

あることから 0.12 を使用した。設計水平震度の標準値は表 3.3.31 に示す通りである。 

 

表 3.3.31 「設計水平震度の標準値」 

 

出典：「道路土工-軟弱地盤対策工指針」（日本道路協会）p.171 

解析結果を表 3.3.32 に示す。 
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表 3.3.32 安定解析結果一覧表 

地域 
ブロック 

番号 

計画 
盛土高

(m) 

圧密度 U (%) 最小安全率 Fsmin 

施工時 供用時 
常時 

地震時 液状化時 
施工時 供用時 

タンリン

地域 

1 2.10 25.0 90 1.450 1.450 1.226 1.564 
2 3.51 39.2 90 1.434 1.434 0.876 1.199 
3 3.97 43.4 90 1.202 1.202 0.840 1.047 

タケタ 
地域 

4 4.57 35.7 90 1.226 1.226 0.895 1.379 
5 4.81 91.4 90 1.282 1.282 1.027 1.347 
6 2.85 82.6 90 1.880 1.880 1.466 1.772 

オン 
ランプ 

7 2.57 83.0 90 1.635 1.635 1.207 2.413 
8 4.55 90.7 90 1.161 1.161 1.072 0.819 

出典：JICA 調査団 

 

3.3.2.5 側方移動検討 

(1) 検討結果 

各橋台の側方移動の検討は、各橋台設計において検討されている。軟弱地盤対策としては、検討

された結果を受けて、側方移動の可能性のある橋台について対策を検討することとする。 

各橋台の側方移動の検討結果を表 3.3.33 に示す。 

 

表 3.3.33 側方移動検討結果一覧表 

Area 橋台 I 値 

Thanlyin side A1 2.000（≧1.20） 

Thaketa side 
A2 0.762（<1.20） 

AF1 0.391（<1.20） 
On-ramp AO1 3.167（≧1.20） 

出典：JICA 調査団 
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3.3.2.6 擁壁支持力検討 

(1) 検討方法 

本事業では、擁壁として補強土擁壁と重力式擁壁が設置予定である。擁壁設置区間における擁壁

の地盤反力度と地盤の許容支持力を比較し、擁壁直下の対策の要否を判断する。 

本節では補強土擁壁直下の地盤の許容支持力の検討と補強土擁壁の地盤反力度の比較から支持

力の検討のみを行うこととし、補強土擁壁の地盤反力度および重力式擁壁の検討については「3.4 
道路構造物設計」で検討を行うこととした。 

また、補強土擁壁の地盤反力度は、表 3.3.34 に示す断面で検討されているため、地盤の許容支

持力も同じ断面で検討することとした。 

 

表 3.3.34 擁壁の支持力検討断面 

Area 
ブロック 
番号 

検討断面位置 検討断面数 

Thanlyin 
side 

③ STA.0+340 1 

Thaketa 
side 

④ STA.2+400 1 
⑥ STA.2+620 1 

On-ramp ⑧ STA.0+400 1 
出典：JICA 調査団 

 

擁壁直下の地盤の許容支持力は、下記の計算式に安全率を掛けたものを用いて求めるものとし

た。 

NDNNq qfcd
Bc  


212

1
  

ここに、qd：基礎底面地盤の極限支持力度（kN/m2） 

c：基礎底面より下にある地盤の粘着力（kN/m2） 

γ1：基礎底面より下にある地盤の単位体積重量（kN/m3） 

  （ただし、地下水位以下では水中単位体積重量とする。） 

γ2：基礎底面より上にある周辺地盤の単位体積重量（kN/m3） 

  （ただし、地下水位以下では水中単位体積重量とする。） 

α、β：基礎底面の形状係数 

B：基礎幅（m） 

Df：基礎の有効根入れ深さ（m） 

Nc、Nq、Nγ：支持力係数 
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ただし、支持力係数は、図 3.3.21 から読み取った値を使用した。 

 

出典：道路橋示方書 2012（日本道路協会）P.331 

図 3.3.21 支持力係数を求めるグラフ 
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(2) 検討結果 

検討結果を表 3.3.35 に示す。各検討断面における支持層において許容支持力が地盤反力度より

大きければ、支持力を確保できると考えられる。 

表 3.3.35 擁壁支持力検討結果一覧 

地域 
ブロック 
番号 

検討位置 
地質条件 擁壁条件 

結果 
支持層 許容支持力 

(kN/m2) 
地盤反力度 

(kN/m2) 

タンリン 
地域 

ブロック 3 STA.0+340 

CLAY-I 38.0 159.77 NOT 
Sandy 
CLAY-I 73.4 265.30 NOT 

Silty 
SAND-I 1845.0 376.50 YES 

タケタ地域 

ブロック 4 STA.2+400 

CLAY-I 54.2 152.37 NOT 
Silty 

SAND-I 959.7 277.45 YES 

Silty 
SAND- II 2687.2 434.87 YES 

ブロック 5 STA.2+620 

Silty 
SAND-I 56.9 160.66 NOT 

Silty 
SAND-I 603.5 224.86 YES 

Sandy 
SILT 168.9 343.70 NOT 

Silty 
SAND- II 

2520.3 432.62 YES 

オンランプ ブロック 8 STA.0+400 

CLAY-I 38.6 204.21 NOT 
Sandy 
CLAY-I 92.5 365.24 NOT 

Silty 
SAND-I 1882.6 424.25 YES 

出典：JICA 調査団 
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3.3.2.7 解析結果まとめ 

(1) タンリン地域 

解析結果を表 3.3.36 にまとめた。 

表 3.3.36 検討結果まとめ（タンリン地域） 

ブロック ブロック 1 ブロック 2 ブロック 3 
解析断面 STA.0+240 STA.0+320 STA.0+340 

沈下解析 

残留沈下量（cm） 18.562 10.786 9.752 

許容値（30cm） OK OK - 

許容値（10cm） - - OK 

変形解析 OK OK OK 

液状化検討 NG NG NG 

安定解析 

常時 
施工時 1.450 OK 1.434 OK 1.202 OK 

供用時 1.450 OK 1.434 OK 1.202 NG 

地震時 1.226 OK 0.876 NG 0.895 NG 

液状化時 1.564 OK 1.199 OK 1.047 NG 

側方移動 - - 2.00 NG 

擁壁支持力 - NG NG 

出典：JICA 調査団 

- ブロック① 

沈下解析により許容値 30cm より小さい残留沈下量となる。変形解析では、既設の構造物に影響

を与える可能性は低いと考えられる。液状化検討では液状化する可能性がある地盤である結果

を得た。しかし、安定解析による液状化時の検討では許容安全率を上回る値であるため、液状化

による盛土破壊が生じる可能性は低い。 

- ブロック② 

沈下解析により許容値 30cm より小さい残留沈下量となる。変形解析では、既設の構造物に影響

を与える可能性は低いと考えられる。液状化検討では液状化する可能性がある地盤である結果

を得た。しかし、安定解析による液状化時の検討では許容安全率を上回る値であるため、液状化

による盛土破壊が生じる可能性は低い。ただし、地震時に許容値を下回る結果となった。また、

擁壁の支持力が確保できないため、支持力確保のための対策が必要である。 

- ブロック③ 

沈下解析により、橋台背面での沈下量許容値 10cm より小さい残留沈下量となる。変形解析で

は、既設の構造物に影響を与える可能性は低いと考えられる。液状化検討では液状化する可能性

がある地盤である結果を得た。安定解析では、常時（供用時）・地震時・液状化時ともに許容値

を下回る結果となった。橋台の側方移動検討結果では、I 値が 1.20 より大きいため側方移動の

対策が必要である。また、擁壁の支持力が確保できないため、支持力確保のための対策が必要で

ある。 
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(2) タケタ地域 

解析結果を表 3.3.37 にまとめた。 

 

表 3.3.37 検討結果まとめ（タケタ地域） 

ブロック ブロック 4 ブロック 5 ブロック 6 
解析断面 STA.2+400 STA.2+620 STA.2+680 

沈下解析 

残留沈下量（cm） 27.632 2.915 3.436 

許容値（30cm） OK OK OK 

許容値（10cm） NG OK - 

変形解析 OK OK OK 

液状化検討 NG NG NG 

安定解析 

常時 
施工時 1.226 OK 1.282 OK 1.880 OK 

供用時 1.226 NG 1.282 OK 1.880 OK 

地震時 0.895 NG 1.027 NG 1.466 OK 

液状化時 1.379 OK 1.347 OK 1.772 OK 

側方移動 0.762 OK 0.391 OK - 

擁壁支持力 NG NG - 

出典：JICA 調査団 

- ブロック④ 

沈下解析により 27.632cm の残留沈下量となった。橋台背面の影響範囲内は残留沈下許容値

10cm であるから沈下対策が必要であるが、橋台背面の影響範囲外は残留沈下許容値 30cm より

小さい残留沈下量となる。変形解析では、既設の構造物に影響を与える可能性は低いと考えられ

る。液状化検討では液状化する可能性がある地盤である結果を得た。しかし、安定解析による液

状化時の検討では許容安全率を上回る値であるため、液状化による盛土破壊が生じる可能性は

低いが、常時・地震時の安定解析は安全率を下回る結果となった。A2 橋台の側方移動は、I 値が

1.20 より小さいため対策の必要性はないと考えられる。擁壁の支持力が確保できないため、支

持力確保のための対策が必要である。 

- ブロック⑤ 

沈下解析により 2.915cm の残留沈下量となった。残留沈下許容値 10cm ならびに 30cm より小

さい残留沈下量となる。変形解析では、既設の構造物に影響を与える可能性は低いと考えられる。

液状化検討では液状化する可能性がある地盤である結果を得た。しかし、安定解析による液状化

時の検討では許容安全率を上回る値であるため、液状化による盛土破壊が生じる可能性は低い。

ただし、地震時の安定解析では計画安全率より低い安全率であるため、対策が必要である。AF1
橋台の側方移動は、I 値が 1.20 より小さいため対策の必要性はないと考えられる。擁壁の支持

力が確保できないため、支持力確保のための対策が必要である。 
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- ブロック⑥ 

沈下解析により 3.436cm の残留沈下量となった。残留沈下許容値 10cm ならびに 30cm より小

さい残留沈下量となる。変形解析では、既設の構造物に影響を与える可能性は低いと考えられる。

液状化検討では液状化する可能性がある地盤である結果を得た。しかし、安定解析による液状化

時の検討では許容安全率を上回る値であるため、液状化による盛土破壊が生じる可能性は低い。

また、常時・地震時の安定解析では計画安全率より高い安全率である。 

(3) オンランプ 

解析結果を表 3.3.38 にまとめた。 

表 3.3.38 検討結果まとめ（オンランプ） 

ブロック ブロック 7 ブロック 8 
解析断面 STA.0+360 STA.0+400 

沈下解析 

残留沈下量（cm） 8.146 5.620 

許容値（30cm） OK OK 

許容値（10cm） - OK 

変形解析 NG OK 

液状化検討 NG NG 

安定解析 

常時 
施工時 1.635 OK 1.161 OK 

供用時 1.635 OK 1.161 NG 

地震時 1.207 OK 1.072 NG 

液状化時 2.413 OK 0.819 NG 

側方移動 - 3.167 NG 

擁壁支持力 - NG 

出典：JICA 調査団 

- ブロック⑦ 

沈下解析により 8.146cm の残留沈下量となった。残留沈下許容値 30cm より小さい残留沈下量

となる。変形解析では、総沈下量・傾斜角共に許容値以上の変形が想定される範囲内に既設橋脚

が近接しているため対策が必要である。液状化検討では液状化する可能性がある地盤である結

果を得た。しかし、安定解析による液状化時の検討では許容安全率を上回る値であるため、液状

化による盛土破壊が生じる可能性は低い。また、常時・地震時の安定解析では計画安全率より高

い安全率である。 

- ブロック⑧ 

沈下解析により 5.620cm の残留沈下量となった。橋台背面の影響範囲における残留沈下許容値

10cm より小さい残留沈下量となる。変形解析では、既設の構造物に影響を与える可能性は低い

と考えられる。液状化検討では液状化する可能性がある地盤である結果を得た。常時（供用時）・

地震時・液状化時の安定解析では計画安全率より低い安全率である。橋台の側方移動検討結果で

は、I 値が 1.20 より大きいため側方移動の対策が必要である。また、擁壁の支持力が確保できな

いため、支持力確保のための対策が必要である。 
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3.3.3 対策工の比較 

軟弱地盤対策工指針では、各対策工法の対策原理と効果を表 3.3.39 のようにまとめている。 

表 3.3.39 各対策工法の対策原理と効果 

 

出典：「道路土工-軟弱地盤対策工指針」（日本道路協会）p.191 
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3.3.3.1 対策工法 

対策工の抽出にあたっては、表 3.3.39 を基に、対策工の目的と必要性を考えるものとする。 

軟弱地盤対策工指針では、「圧密による強度増加等の地盤が有する特性を利用する盛土載荷重工法や

緩速載荷工法の適用を優先的に検討し、それらの工法では土工構造物の安定性が確保できない場合

に、圧密・排水工法、締固め工法および固結工法等の適用を検討する」（道路土工-軟弱地盤対策工指

針,日本道路協会, p.180）とある。そこで、①盛土載荷重工法と、圧密排水工法である②PVD 工法、

固結工法である③深層混合処理工法、④杭工法を比較案とする。 

以上を基に作成した比較表を表 3.3.40 に示す。 

ただし、補強土擁壁の支持力対策として、「3.4 道路構造物設計」で深層混合処理工法と杭工法を比

較しており、深層混合処理工法を最適案としているため、補強土擁壁の支持力対策は深層混合処理工

法を選択することとする。 
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表 3.3.40 軟弱地盤対策工法一覧表 

出典：JICA 調査団 
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3.3.3.2 対策工種 

対策工法のうち深層混合処理工法については様々な工種があるため、その工種まで選定することと

した。 

工種の選定結果を表 3.3.41 に示す。 

表 3.3.41 から、本事業での深層混合処理工法の工種を「第 1 案：テノコラム工法」とした。 
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表 3.3.41 対策工種選定一覧表 

 

出典：JICA 調査団 
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3.3.4 対策工法の選定 

解析結果から、各断面における必要な対策工を検討する。 

3.3.4.1 タンリン地域 

各断面における必要な対策と対策工を表 3.3.42 に示す。 

表 3.3.42 対策工（タンリン地域） 

ブロック ブロック 1 ブロック 2 ブロック③3 
解析断面 STA.0+240 STA.0+320 STA.0+340 
沈下対策 不要 不要 不要 
変形対策 不要 不要 不要 
安定対策 不要 必要 必要 

側方移動対策 - - 必要 
擁壁支持力対策 - 必要 必要 

対策工 盛土載荷重工法 
盛土載荷重工法 

+深層混合処理工法 
深層混合処理工法 

出典：JICA 調査団 

3.3.4.2 タケタ地域 

各断面における必要な対策と対策工を表 3.3.43 に示す。 

表 3.3.43 対策工（タケタ地域） 

ブロック ブロック 4 ブロック 5 ブロック 6 
解析断面 STA.2+400 STA.2+620 STA.2+680 
沈下対策 必要 不要 不要 
変形対策 不要 不要 不要 
安定対策 必要 必要 不要 

側方移動対策 不要 不要 - 
擁壁支持力対策 必要 必要 - 

対策工 
盛土載荷重工法 

+深層混合処理工法 
盛土載荷重工法 

+深層混合処理工法 
緩速盛土工法 

出典：JICA 調査団 

3.3.4.3 オンランプ 

各断面における必要な対策と対策工を表 3.3.44 に示す。 

 表 3.3.44 「対策工（オンランプ）」 

ブロック ブロック⑦ ブロック⑧ 
解析断面 STA.0+360 STA.0+400 
沈下対策 不要 不要 
変形対策 必要 不要 
安定対策 不要 必要 

側方移動対策 - 必要 
擁壁支持力対策 - 必要 

対策工 緩速盛土工法 深層混合処理工法 
出典：JICA 調査団 
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3.3.5 対策後地盤解析 

3.3.5.1 深層混合処理工法 

深層混合処理工法について、詳細な検討を行った。 

深層混合処理工法は、盛土の沈下対策、盛土の円弧すべり、橋台の側方移動対策、擁壁支持力対策と

してセメントなどの改良材を地中に供給し、現地盤と強制的に混合撹拌することにより適度に固化

する地盤改良工法である。 

設計は「陸上工事における深層混合処理工法設計・施工マニュアル（平成 16 年）」（土木研究センタ

ー）に準拠する。 

(1) 設計方針 

1) 改良強度・改良率 

改良強度については、「ミ」国のヤンゴン市内で設計・施工された新タケタ橋の室内試験の実績

を基に設定した。 

新タケタ橋での改良強度は 300～700kN/m2であるため、最大値である 700kN/m2を、本事業で

の改良強度とした。 

改良強度を基に、各ブロックでの改良率を設定した。改良率は盛土法面の円弧すべり対策は 50%、

橋台背面の側方移動対策では 78.5%とするが、擁壁支持力対策ではブロックごとに擁壁の地盤

反力度(q)を考慮し、検討した。 

検討した結果を表 3.3.45 に示す。 

表 3.3.45 改良率検討結果一覧 

地域 
ブロック 
番号 

改良率（ap） 

法面部 擁壁部 橋台背面 

タンリン地域 2 50% 59% - 
3 - - 78.5% 

タケタ地域 4 50% 59% - 
5 50% 59% - 

オンランプ 8 - - 78.5% 
出典：JICA 調査団 

 

2) 改良深度・改良幅 

改良深度は、以下の通り設定した。 

法面部：無処理による円弧すべり計算において計画安全率を満足しない円弧が通る深度までと

する。 

擁壁部：支持力が確保できる深度とするが、軟弱層より支持層が浅い場合は沈下対策として軟弱

層の深度までとする。 

橋台背面：側方移動検討において、検討対象層とした地層下面までとする。 
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改良幅は、「陸上工事における深層混合処理工法設計・施工マニュアル（平成 16 年）」（土極研究

センター）P.77 より、改良幅 B は改良長 D に対して B/D=0.5~1.0 以上を目安とすることとし

た。 

これに基づき、改良幅を以下の通り設定した。 

法面部：改良長 D と改良幅 B が D:B=1:1 になるようにする。 

擁壁部：「陸上工事における深層混合処理工法設計・施工マニュアル（平成 16 年）」（土極研究セ

ンター）P.177 より、構造物基礎幅から左右 1m 以上広げた幅を確保することとする。

ただし、B/D=0.5 以下となる場合は B/D=0.5 以上となるように改良幅を調整した。 

橋台背面：改良長 D と改良幅 B が D:B=1:0.5～1:1 になるようにする。 

3) セメント添加量 

 セメント添加量は、新タケタ橋施工時の混合試験結果を基に設定した。 

新タケタ橋での改良強度とセメント添加量の関係を示したグラフを図 3.3.22 に示す。 

図 3.3.22 より、本事業の深層混合処理工法のセメント添加量を 330kg/m3とした。 

 

出典：JICA 調査団 

図 3.3.22 新タケタ橋での改良強度とセメント添加量の関係 

 

(2) 設計後地盤解析結果 

上記の設計方針を基に深層混合処理工法の設計を行った。 

深層混合処理工法のコラム配置図を図 3.3.23～図 3.3.24 に示す。 
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出典：JICA 調査団 

図 3.3.23 コラム配置図（タンリン側） 
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出典：JICA 調査団 

図 3.3.24 コラム配置図（タケタ側） 
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ここでは、設計後に安定解析による地盤解析を行い、その結果について記述する。 

 

1) ブロック 2 

ブロック 2 における解析結果を表 3.3.46 に示す。 

表 3.3.46 により最小安全率は Fsmin=2.433 となり、計画安全率 Fs=1.250 を満足することが確

認することができた。 

表 3.3.46 深層混合処理工法の検討結果（ブロック 2） 

改良深度(m) 改良幅(m) 最小安全率(Fsmin) 
14.5 7.5 2.433 

出典：JICA 調査団 

 

2) ブロック 3 

ブロック 3 における解析結果を表 3.3.47 に示す。 

表 3.3.47 により最小安全率は Fsmin=1.798 となり、計画安全率 Fs=1.250 を満足することが確

認することができた。 

表 3.3.47 深層混合処理工法の検討結果（ブロック 3） 

改良深度(m) 改良幅(m) 最小安全率(Fsmin) 
30.0 22.0 1.798 

出典：JICA 調査団 

 

3) ブロック 4 

ブロック 4 における解析結果を表 3.3.48 に示す。 

表 3.3.48 により最小安全率は Fsmin=1.825 となり、計画安全率 Fs=1.250 を満足することが確

認することができた。 

表 3.3.48 深層混合処理工法の検討結果（ブロック 4） 

改良深度(m) 改良幅(m) 最小安全率(Fsmin) 
8.0 7.2 1.825 

出典：JICA 調査団 
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4) ブロック 5 

ブロック 5 における解析結果を表 3.3.49 に示す。 

表 3.3.49 により最小安全率は Fsmin=2.329 となり、計画安全率 Fs=1.250 を満足することが確

認することができた。 

表 3.3.49 深層混合処理工法の検討結果（ブロック 5） 

改良深度(m) 改良幅(m) 最小安全率(Fsmin) 
13.0 7.4 2.329 

出典：JICA 調査団 

 

5) ブロック 8 

ブロック 8 における解析結果を表 3.3.50 に示す。 

表 3.3.50 により最小安全率は Fsmin=1.312 となり、計画安全率 Fs=1.250 を満足することが確

認することができた。 

表 3.3.50 深層混合処理工法の検討結果（ブロック 8） 

改良深度(m) 改良幅(m) 最小安全率(Fsmin) 
30.3 16.5 1.312 

出典：JICA 調査団 
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3.3.5.2 盛土載荷重工法 

盛土載荷重工法について、詳細な検討を行った。 

盛土載荷重工法は、計画高さ以上に盛土を高く施工して圧密を十分進行させた後、余盛分を取り除く

工法であり、粘性土地盤の圧密を促進して残留沈下量を軽減させる目的で実施する。 

施工盛土高を検討した結果を表 3.3.51 に示す。 

表 3.3.51 から、タンリン地域では施工基面から 3.8～5.2m、タケタ地域では 4.7～5.8m 盛土するこ

とになる。ただし、計画盛土高からはタンリン地域で 1.6～2.8m、タケタ地域では 1.1～1.6m 余盛す

ることとなる。 

 

表 3.3.51 施工盛土高検討結果一覧表 

 

出典：JICA 調査団 
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3.3.5.3 緩速盛土工法 

緩速盛土工法について、検討を行った。 

軟弱地盤上に盛土を急速に施工すると、盛土及び基礎地盤にすべり破壊や過大な変形が発生する。緩

速盛土工法は、できるだけ軟弱地盤の処理を行わない代わりに、圧密の進行に合わせて時間をかけて

ゆっくり盛土することで地盤の強度増加を進行させて、安定を図る工法である。 

本事業では、ブロック 6 では高架橋の橋脚に近接すること、ブロック 7 では既設橋梁の橋脚に近接

することから、それらに盛土施工による影響を低減させるために緩速盛土工法を適用させる。 

本事業では盛土速度を基本 5cm/day としているが、ブロック 6 およびブロック 7 については緩速盛

土工法により盛土速度を 3cm/day とする。ただし、情報化施工により盛土の安定が確保できている

ことを確認し、盛土速度を制御することを基本とする。また、施工中の観測により予測よりも地盤が

安定していることが確認できれば盛土速度を速めることも可能である。 

 

3.3.5.4 表層改良 

表層改良について、検討を行った。 

表層改良は、深層混合処理工法の機械のトラフィカビリティ―確保のために、セメントなどの改良材

を地中に全面的に供給し、原地盤と強制的に混合撹拌することで適度に固化する地盤改良工法で、本

事業では改良深度 1.3m とした。 

設計方針は以下の通りである。 

- 改良率は、全面改良であることから Ap=100%とする。 

- 改良深度は施工機械のトラフィカビリティ―が確保できる 1.3m とした。（ただし、施工時

には、実際に使用する機材で再検討が必要である。） 

- 改良幅は、改良範囲幅と施工機械が施工・移動できる幅（7m）とした。（ただし、施工時に

は、実際に使用する機材で再検討が必要である。） 

- 改良強度は、新タケタ橋の室内配合試験を参考に、420kN/m2 とした。ただし、施工時に室

内配合試験を行い、検討する必要がある。 

- セメント添加量は、新タケタ橋の室内配合試験を参考に 230kg/m3 とした。ただし、施工時

に室内配合試験を行い、検討する必要がある。 
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3.3.6 盛土施工計画 

3.3.6.1 盛土の施工管理 

盛土の施工管理方法として「標高管理」ならびに「厚さ管理」がある。一般的に沈下時間が早く沈下

量も少ない場合は「標高管理」、沈下時間が遅く沈下量も多い場合には「厚さ管理」が用いられてい

る。本事業においては沈下時間が 390 日もしくは 480 日と設定されているため、沈下量（盛土高に

対する沈下量の割合）を考慮してブロックごとに盛土の施工管理方法を設定するものとした。 

ただし、ブロック 3 とブロック 8 は沈下対象層まで 78.5%の改良率で改良しているため、沈下はほ

とんど発生しないと考え、盛土施工管理の対象から除外する。 

「標高管理」：盛土高に対する沈下量の割合が 20%以下のブロック 

「厚さ管理」：盛土高に対する沈下量の割合が 20%以上のブロック 

 

表 3.3.52 盛土の施工管理方法 

地域 ブロック 沈下量の割合(%) 管理方法 

タンリン地域 
ブロック 1 18.30 標高管理 
ブロック 2 16.35 標高管理 

タケタ地域 
ブロック 4 13.45 標高管理 
ブロック 5 6.55 標高管理 
ブロック 6 7.12 標高管理 

オンランプ ブロック 7 26.67 厚さ管理 
出典：JICA 調査団 

 

3.3.6.2 施工時の留意点 

(1) 地盤改良工法の添加材ならびに添加量 

事前の配合試験によって、経済的となる添加材ならびに添加量の組み合わせを確認する必要が

ある。特に添加量については、複数の配合試験を実施し、最適な添加量を求める必要がある。 

 

(2) 動態観測や動態観測解析による盛土計画の見直し 

動態観測は盛土の施工管理のためだかでなく、動態観測の結果を基に動態観測解析を実施して

以下のような盛土計画の見直しを行うものとする。 

- 理論計算と実測値との対比 

- 沈下量の見直しに伴う盛土量（盛土厚さ）の変更 

- 残留沈下量の照査 

- 施工工程の見直し 

- 近接構造物（既設橋脚）への影響の確認 
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3.3.6.3 動態観測計画 

(1) 目的 

理論計算から求められた沈下量や沈下時間は実測値と必ずしも一致しないのが一般的である。

よって、施工段階で予想外の事態が起きても問題がないように対応するため、盛土施工時に動態

観測を実施して動態観測解析のための資料とするものとする。動態観測ならびに動態観測解析

の具体的な目的としては以下のような点が挙げられる。 

 

- 理論計算と実測値との対比 

- 沈下量の見直しに伴う盛土量（盛土厚さ）の変更 

- 残留沈下量の照査 

- 施工工程の見直し 

- 近接構造物（既設橋脚）への影響の確認 

 

(2) 動態観測に用いる計器 

1) 地表面型沈下計 

盛土部の沈下測定として図 3.3.25 に示したような地表面型沈下計を設置する。地表面型沈下板

にロッドを溶接したもので、盛土底面部に沈下板を置いたものである。近隣に不動点を設け、そ

の点を基準としてロッドの上端を水準測量し、沈下板のレベルを求めるものである。 

 

出典：JICA 調査団 

図 3.3.25 地表面型沈下計の設置例 
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2) 変位杭 

近接構造物の地表変位測定として図 3.3.26 に示したような変位杭を設置する。変位杭は長さ

100cm～200cm、10cm～15cm 角の杭を地盤に埋め込み、その杭頭の垂直、水平移動量を巻尺ス

ケール、レベル、トランシットを用いて測定する。杭は盛土の法尻より一直線に配置し、近接構

造物がある場合は、対象とする近接構造物まで設置するものとする。 

 

 

出典：JICA 調査団 

図 3.3.26 変位杭の設置例 

 

3) 挿入式傾斜計 

近接構造物の変位測定として挿入式傾斜計を設置する。挿入式傾斜計は、既設橋脚に対して盛土

施工の進行伴う土層別の水平変位量を把握する目的で測定する。挿入式傾斜計は、盛土法尻から

既設橋脚までの距離と同じ位置に設置するものとする。 

 

(3) 観測頻度 

表 3.3.53 に盛土の施工状況を考慮した観測頻度の目安を示す。ただし、沈下の状況により観測

頻度を見直すものとする。また、観測は許容残留沈下量が満足されたことや近接構造物への影響

が問題ないと確認されるまで実施するものとする。 

表 3.3.53 観測頻度の目安 

盛土の施工状況 観測頻度 
盛土期間中 1 回/1 日 

盛土完了後 1 ヶ月まで 1 回/2～3 日 
盛土完了後 1 ヶ月以降 1 回/1 週 

出典：JICA 調査団 

(4) 動態観測設置計画 

動態観測の設置にあたっての考え方は以下の通りである。 

ただし、ブロック 3 とブロック 8 は沈下対象層まで 78.5%の改良率で改良しており、沈下及び

周辺への変位はほとんど発生しないと考え、動態観測計器設置の対象から除外する。 
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1) 地表面型沈下計 

地表面型沈下計は、盛土施工を行う範囲の各測点（20m 間隔）の道路センター1 箇所と両法肩各

1 箇所の計 3 箇所に設置するものとする。 

ただし、ブロック 7（オンランプ）の既設橋脚に近接する範囲については、測点の間の地点も観

測地点として追加して、10m 間隔で観測を行うものとする。 

表 3.3.54 地表面型沈下計観測地点 

地域 ブロック 観測範囲 沈下板設置箇所 備考 

タンリン地域 

ブロック 1 
STA.0+140 

～ 
STA.0+240 

各測点の 
センター：1 箇所 

法肩：2 箇所 
20m 間隔 

ブロック 2 
STA.0+260 

～ 
STA.0+320 

各測点の 
センター：1 箇所 

法肩：2 箇所 
20m 間隔 

タケタ地域 

ブロック 4 
STA.2+400 

～ 
STA.2+580 

各測点の 
センター：1 箇所 

法肩：2 箇所 
20m 間隔 

ブロック 5 
STA.2+600 

～ 
STA.2+660 

各測点の 
センター：1 箇所 

法肩：2 箇所 
20m 間隔 

ブロック 6 
STA.2+680 

～ 
STA.2+800 

各測点の 
センター：1 箇所 

法肩：2 箇所 
20m 間隔 

オンランプ ブロック 7 

STA.0+0 
～ 

STA.0+100 

各測点の 
センター：1 箇所 

法肩：2 箇所 
20m 間隔 

STA.0+120 
～ 

STA.0+170 

各測点の 
センター：1 箇所 

法肩：2 箇所 
10m 間隔 

STA.0+180 
～ 

STA.0+260 

各測点の 
センター：1 箇所 

法肩：2 箇所 
20m 間隔 

STA.0+270 
～ 

STA.0+320 

各測点の 
センター：1 箇所 

法肩：2 箇所 
10m 間隔 

STA.0+340 
～ 

STA.0+360 

各測点の 
センター：1 箇所 

法肩：2 箇所 
20m 間隔 

出典：JICA 調査団 
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2) 変位杭 

変位杭は、各ブロックの地盤解析断面で 1 断面ずつ観測するものとする。 

ただし、ブロック 4（タケタ地域）についてはブロック延長が長く、盛土幅が最も広くなる料金

所中央付近（STA.2+500）で 1 断面追加し、計 2 断面観測するものとする。 

ブロック 7（オンランプ）については、盛土高が最も高くなる箇所で 1 断面、既設橋脚に近接す

る 2 箇所で各 3 断面、本線道路から最も離れた位置で 1 断面の、計 8 断面観測するものとする。 

 

表 3.3.55 変位杭観測地点一覧 

地域 ブロック 観測断面数 観測地点 

タンリン地域 
ブロック 1 1 STA.0+240 
ブロック 2 1 STA.0+320 

タケタ地域 
ブロック 4 2 

STA.2+420 
STA.2+500 

ブロック 5 1 STA.2+620 
ブロック 6 1 STA.2+680 

オンランプ ブロック 7 8 

STA.0+120 
STA.0+140 
STA.0+160 
STA.0+200 
STA.0+280 
STA.0+300 
STA.0+320 
STA.0+360 

出典：JICA 調査団 

 

3) 挿入式傾斜計 

挿入式傾斜計は、ブロック 7（オンランプ）の既設橋脚に近接する 1 断面で観測するものとする。 

 

表 3.3.56 挿入式傾斜計観測地点 

地域 ブロック 観測断面数 観測地点 
オンランプ ブロック 7 1 STA.0+310 

出典：JICA 調査団 

 

動態観測機器の設置位置を図 3.3.27~図 3.3.28 に示す。 
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出典：JICA 調査団 

図 3.3.27 動態観測機器設置位置（タンリン側） 
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出典：JICA 調査団 

図 3.3.28 動態観測機器設置位置（タケタ側） 
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